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～だれにもやさしい福祉のまちづくり～ 

 

 障がい者を取り巻く環境は大きく変化しており、障害者権利条約が国連で採択され

て以降、障害者基本法の改正をはじめ、障害者虐待防止法、障害者総合支援法、障害

者差別解消法などの法改正が相次いで整備されるなど、障がい者の権利に対する支援

が推進されてきました。 

 また、社会を取り巻く環境は、人口減少や少子高齢化の進展、障がいのある方の高

齢化と重度化、また、医療的ケアが必要な子どもの支援など、障がい者福祉に対する

ニーズも幅広く、また多様化が進んでおります。 

 こうした中、立科町においては、第５次立科町振興計画の基本目標である「健やか

に、いつまでも地域で暮らせるまちづくり」を基に、住み慣れた地域で安心して暮ら

せるように、平成３０年度より３か年計画を策定し、障がい者の自立支援や社会参加

の推進、障害福祉サービスの充実に取り組んで参りました。 

 この度、計画期間が満了するにあたり、見直しを行い、令和３年度から令和５年度

までの３年間を期間とする「第８次立科町障がい者福祉計画」・「第６期立科町障がい

福祉計画」及び「第２期立科町障がい児福祉計画」を策定いたしました。 

 この計画は、町が実施していく障がい者施策を総合的かつ計画的に推進するための

基本目標となります。「誰にも優しく健やかにいつまでも地域で暮らせるまちづく

り」を実現するため、すみなれた地域で安心して暮らしていけるような共生社会の実

現に向け、関係機関との連携を図りながら、住民相互で支え合える地域福祉の発展・

推進に努めていきたいと考えております。 

本計画を実現するには、町民の皆様をはじめ、関係機関の皆様方の御理解・御協力

が必要となりますので、よろしくお願い致します。 

 最後に、本計画の策定にあたり、ご尽力いただきました立科町高齢者福祉・介護保

険事業・障害福祉計画策定懇話会の委員の皆様をはじめ、関係機関及び関係団体の皆

様、貴重なご意見をお寄せいただいた、住民の皆様に心から感謝申し上げます。 

 

 

令和３年３月 

 

              立科町長 両角 正芳 
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第１章 計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の背景と趣旨 

１ 国の動向、国際的視点 

我が国の障がい者施策は、昭和 56 年の「国際障害者年」とこれに続く「国連・障

害者の十年」を契機として、平成５年に「心身障害者対策基本法」を「障害者基本

法」に改正、平成７年に「障害者プラン～ノーマライゼーション７か年戦略～」、平

成 15 年度には「障害者基本計画」を策定してきました。 

平成 25 年度には「新障害者基本計画」を策定しており、「全ての国民が、障がい

の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共

生する社会の実現」を基本理念としています。 

さらに、令和２年度においては「障害者基本計画（第４次）」の見直し策定を進め

ているところです。 

 

一方、平成 15 年度から国の「社会福祉基礎構造改革」の一環として施行された「支

援費制度」の導入、さらには平成 18 年４月から支援費制度による障がい者サービス

の急激な利用増加への対応として、「障害者自立支援法」が施行され、抜本的な改革

がなされたとともに、各自治体に、障がい福祉サービス等の見込量と確保のための

方策を内容とした「障害福祉計画」の策定が定められました。 

平成 25 年には、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別

解消法）」が制定され、「障害者権利条約」が平成 26 年１月に批准されたほか、「障

害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法）」

や「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害

者優先調達推進法）」等が施行されています。 

平成 27 年には「難病の患者に対する医療等に関する法律」の施行、平成 28 年に

は「障害者差別解消法」「改正障害者雇用促進法」及び「改正発達障害者支援法」の

施行に加えて、「改正総合支援法・改正児童福祉法」が公布され、障がい者が自らの

望む地域生活を営むことができるよう「生活」と「就労」に対する支援の充実や、

障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援拡充、サービスの

質の確保・向上のための環境整備等の実施にさらに取り組んでいくこととなりまし

た。 

平成 30 年には、改正「障害者総合支援法」「児童福祉法」が施行され、６月には

「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が施行されました。 

令和元年には、改正「障害者雇用促進法」が施行され、障害者活躍推進計画策定

が義務化され、令和２年には、改正「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律」が施行され、バリアフリー基準適合義務の対象が拡大されました。 
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２ 県の動向 

長野県では、平成 30 年度から令和５年度までの６年間の計画となる長野県障がい

者プラン 2018、加えて平成 30 年度から令和２年度までの３年間の計画となる第５期

障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画を策定し、「障がいのある人もない人も、お

互いに個性を尊重し、支え合いながら、一人一人が地域社会の一員として『居場所

と出番』を見出すことのできる」社会の実現を基本理念として施策を展開してきま

した。 

長野県の障がい者を取り巻く現状と課題や環境の変化を踏まえつつ、引き続き具

体的推進の方策、達成すべき障がい者施策の総合的な推進を進めていくため、令和 2

年度内に新たな計画の見直しを進めています。 

 

 

３ 町における動向 

立科町では、障がい者自身の社会参加と平等を実現するために、国、県の障がい

者施策を踏まえ、障がい者施策の推進を図り、障がい者自ら積極的に自立できるよ

う支援する障がい者計画を、平成 12 年３月に策定しました。 

その後の制度改正や社会情勢を踏まえ、より総合的に効果の上がる施策とするた

め、平成 15 年３月に第２次障がい者計画を策定、さらに平成 18 年３月、平成 21 年

３月、平成 24 年３月、平成 27 年３月、平成 30 年３月に順次計画を策定し、今回令

和３年３月に第８次障がい者計画を策定します。 

この計画は、「だれにもやさしい福祉のまちづくり」を基本理念とするものであり、

立科町が実施する障がい者施策の目標や、障がい者計画を推進するための基本的方

向を示すものです。 

 

 

４ 計画策定の趣旨 

障がい者を取り巻く状況が大きく変化している中、立科町においても、障がい者

施策を総合的かつ計画的に推進していく必要があります。この度「障がい者福祉計

画」が令和２年度末で終了することから、国の障がい者施策や近年の動向を踏まえ

ながら、「第８次立科町障がい者福祉計画」を策定します。 

今回の計画は、「第８次立科町障がい者福祉計画（令和３年度～令和５年度）」・「第

６期立科町障がい福祉計画（令和３年度～令和５年度）」及び「第２期立科町障がい

児福祉計画（令和３年度～令和５年度）」としての改訂をすることとなります。 

「第７次立科町障がい者福祉計画」に引き続き、日常生活や社会生活を送る上で

継続的に制限を受ける人（身体障がい・知的障がい・精神障がい・発達障がい・難

病・その他の心身の機能の障がい等）が、地域で自立して生活できるよう、医療、

教育、雇用、相談、住まい等の充実を図り、総合的な支援体制を整備していきます。 
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第２節 計画の法的根拠と位置づけ 

１ 障がい者計画･障がい福祉計画･障がい児福祉計画の性格、位置づけ 

この計画は、障害者基本法第 11 条第３項の規定に基づき、障がいのある人の

ための施策に関する基本的な事項を定める中期計画としての「障がい者基本計画

（障がい者計画）」、障害者総合支援法第 88 条の規定に基づき、３年を１期とし

た障がい福祉サービス等の確保に関する計画となる「障がい福祉計画」、並びに児

童福祉法第 33 条の 20 の規定に基づく「障がい児福祉計画」の各計画の総合的な

推進が図られるように、障がい者（児）福祉に関する総合的な計画として策定す

るものです。 

また、本計画は、令和２年度に見直しが進められている国の「障害者基本計画

（第４次）」や、「長野県障がい者プラン」「第６期長野県障害福祉計画」等に基づ

くとともに、「立科町しあわせプラン～第５次立科町振興計画～」及び「まち・ひ

と・しごと創生 立科町総合戦略」を上位計画とし、「第８期立科町高齢者福祉計

画・介護保険事業計画」や「立科町子ども子育て支援事業計画」等の関連計画と

の整合性を図りながら策定するものです。 

 

 

２ 「障がい者」の定義 

この計画において障がい者の定義については、原則として下記各法制度による

ものです。 

○障害者基本法 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障

害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に

日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるよう

な社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法） 

第４条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害

者、知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち 18 歳以上である者及び精神保健及び精神

障害者保健福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者（発達障害者支援法（平成十

六年法律第百六十七号）第二条第二項に規定する発達障害者を含み、知的障害者福祉法

にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者」という。）のうち、18 歳以上である者並び

に治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる

障害の程度が厚生労働大臣が定める程度であって 18 歳以上である者をいう。 
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２ この法律において「障害児」とは、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児をいう。 

 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法） 

第４条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害

者、知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち 18 歳以上である者及び精神保健及び精神

障害者保健福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者（発達障害者支援法（平成十

六年法律第百六十七号）第二条第二項に規定する発達障害者を含み、知的障害者福祉法

にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者」という。）のうち、18 歳以上である者並び

に治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる

障害の程度が厚生労働大臣が定める程度であって 18 歳以上である者をいう。 

２ この法律において「障害児」とは、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児をいう。 

 

○身体障害者福祉法 

第４条 この法律において、「身体障害者」とは、別表に掲げる身体上の障害がある 18 歳

以上の者であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。 

 

○知的障害者福祉法 ※定義についての条項はない。 

（知的機能の障害が発達期（概ね 18歳まで）にあらわれ、日常生活に支障が生じているた

め、何らかの特別の援助を必要とする状態にあるもの。（平成 12 年６月・厚生省「知的障

害児（者）基礎調査」における定義）） 

 

○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 

第５条 この法律で「精神障害者」とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又は

その依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。 

 

○児童福祉法 

第４条第２項 この法律で、障害児とは、身体に障害のある児童、知的障害のある児童、

精神に障害のある児童（発達障害者支援法（平成十六年法律第百六十七号）第二条第二

項に規定する発達障害児を含む。）又は治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾

病であって障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年

法律第百二十三号）第四条第一項の政令で定めるものによる障害の程度が同項の厚生労

働大臣が定める程度である児童をいう。 
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３ 本計画の対象者 

本計画における障がい者（児）とは、以下の障がいをもつ人々の全てが対象と

なります。 

○ 身体障がい者（児） 

○ 知的障がい者（児） 

○ 精神障がい者（児）（発達障がいを含む） 

○ 難病等患者（特定疾患対象者） 

 

なお、現在、障がい者と認定されていない人でも、実質的には障がい者に移行

する可能性のある人、又は障がい者の予備群と考えられる人もいる点に留意しま

す。 

 

（１）身体障害者手帳の区分 

 障がい区分 障がい区分細分 

視覚 視覚障がい  

聴覚又は平衡機能 
聴覚障がい 

平衡機能障がい 

音声機能・言語機能・そしゃく機能 音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障がい 

肢体不自由 

上肢 

下肢 

体幹 

乳幼児期以前の非進行性脳病変に

よる運動機能障がい 

上肢機能 

移動機能 

心臓、じん臓もしくは呼吸器・ぼうこ

う又は直腸・小腸・免疫・肝臓の機能

の障がい 

心臓機能障がい 

じん臓機能障がい 

呼吸器機能障がい 

ぼうこう又は直腸の機能障がい 

小腸機能障がい 

免疫機能障がい 

肝臓機能障がい 
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（２）療育手帳の区分 

区分 説明 

Ａ１ 重度の知的障がい（ＩＱ35 以下） 

Ａ２ 中度の知的障がい（ＩＱ36～50）であって、３級以上の身体障がいを合併している者 

Ｂ１ 中度の知的障がい（ＩＱ36～50） 

Ｂ２ 軽度の知的障がい（ＩＱ51～75） 

 

（３）精神障害者保健福祉手帳の区分 

区分 説明 

１級 精神障がいであって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの 

２級 
精神障がいであって、日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの 

３級 
精神障がいであって、日常生活もしくは社会生活が制限を受けるか又は日常生活もし

くは社会生活に制限を加えることを必要とする程度のもの 

 

（４）難病等疾病 

障害者総合支援法の難病等疾病については、以下のとおりです。 

【障害者総合支援法の難病等疾病一覧（令和元年７月現在）】 
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第３節 計画の期間 

 

本計画の期間は、令和３年度から令和５年度までの３か年とします。 

なお、将来における社会経済の変動等に柔軟に対応するため、必要に応じて見直

しを行うものとします。 

 

年度 
計画名 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
2 年度 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

       

立科町障がい者福祉計画  第７次    第８次  
              

立科町障がい福祉計画  第５期    第６期  
              

立科町障がい児福祉計画  第１期   第２期  
       

 

 

第４節 計画の策定体制 

１ 障害者福祉計画策定懇話会の設置 

計画策定にあたっては、障がい者団体の代表者、地域団体の代表者、保健福祉

関係者、行政関係職員などで構成される高齢者福祉・介護保険事業・障害者福祉

計画策定懇話会を設置し、計画内容について検討します。 

 

２ アンケート調査の実施 

障がい者及びその家族の現状を把握し、計画に反映させることを目的とし、令

和２年２～３月にアンケート調査を実施しました。 

 

 

 

 



 

9 

 

第２章 国の動向・成果目標 

第１節 障がい者（児）支援に関する国の動向 

 

障害者基本法施行から 50 年、障害者自立支援法施行から 14 年が経過し、一人一

人ニーズが異なる障がい児・者施策はまだまだ発展途上にあり、法制度も随時改正

されています。障がい児・者支援制度のこれまでの発展過程を総括しつつ、障害者

差別解消法の施行や改正障害者総合支援法・改正児童福祉法など、最新の動向に対

応する必要があります。 

【障がい者（児）に関する国の動向一覧】 

年 国 

平成 18 年 

●障害者自立支援法の施行 

●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律の施行 
障害者 

基本計画 

（第２次） 

重点施

策実施 

５か年 

計画 平成 19 年 ●障害者権利条約署名 

平成 20 年 ●児童福祉法の改正 重点施

策実施 

５か年

計画 

平成 23 年 ●障害者基本法の一部を改正する法律の施行 

平成 24 年 ●障害者虐待防止法の施行 

平成 25 年 

●障害者総合支援法の施行 

●障害者優先調達推進法の施行 

●成年被後見人の選挙権の回復等のための公職選挙法等

の一部を改正する法律の施行 

 

 

障害者基本計画 

（第３次） 

平成 26 年 

●障害者権利条約の批准 

●改正精神保健福祉法（平成 26 年４月施行） 

●障害児支援の在り方について報告書（平成 26年７月） 

平成 27 年 ●難病の患者に対する医療等に関する法律の施行 

平成 28 年 

●障害者差別解消法の施行 

●障害者雇用促進法一部改正の施行 

●改正総合支援法・改正児童福祉法（平成 28 年６月公布） 

●改正発達障害者支援法（平成 28年８月施行） 

平成 29 年 

●障害児福祉計画に係る障害児の子ども・子育て支援等

の利用ニーズの把握及びその提供体制の整備等につい

て（平成 29 年３月［厚労省通知］） 

平成 30 年 
●改正障害者総合支援法・改正児童福祉法（平成 30 年４

月施行） 
障害者基本計画 

（第４次） 
令和元年 ●改正障害者雇用促進法（令和元年６月施行） 

令和２年 
●改正高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律（令和２年６月施行） 
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【法律や制度の動向】 

項目 内容 

１．「障害者

総合支援

法」の施行

と改正 

●障がい者施策の大きな転換点となった「障害者自立支援法」が改正 

●平成 25年４月には「障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律）」が施行 

●これに先立つ、いわゆる「整備法」により、障がい児への支援も強化 

●“共生社会の実現”のために、基本理念として“社会参加の機会の確保及び

地域社会における共生・社会的障壁の除去”が明記 

↓ 

  障害者総合支援法及び児童福祉法の改正 施行期日：平成 30 年 4 月１

日 

 

 【趣 旨】 

●障がい者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と

「就労」に対する支援の一層の充実 

●高齢障がい者による介護保険サービスの円滑な利用を促進するため

の見直し 

●障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の

拡充とサービスの質の確保・向上のための環境整備等の実施 

【概 要】 

（１）障がい者の望む地域生活の支援 

・地域生活への円滑な移行支援 

・障がい福祉サービスから介護サービスへの移行支援 

（２）障がい児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応 

・第一次障がい児福祉計画の策定 

（３）サービスの質の確保・向上に向けた環境整備 

 

   

２．「障害者

基本法」の

一部改正 

●「障害者基本法の一部を改正する法律」が平成 23 年８月に公布（一部を除き

同日施行） 

●全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と

個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する、との目的規定の見直し、

障がい者の定義の見直しや差別の禁止など規定 

３．「障害者

差別解消

法」が成立 

●国連の障害者権利条約の批准に必要な国内法として「障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律」、いわゆる「障害者差別解消法」が平成 28 年４

月１日から施行 

●障がい者の要望等に応じて、国や自治体など行政機関は、日常生活や社会参

加の障壁を取り除く配慮を行うことが義務化 

４．「障害者

虐待防止

法」が成立 

●虐待によって障がい者の権利や尊厳がおびやかされるのを防ぐことを目的と

して平成 24 年に施行 

●国や自治体、障がい者福祉施設で働く者、障がい者を雇用する者は、障がい

者虐待の防止等に努める 

●障がい者虐待を発見した者には通報を義務化 
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項目 内容 

５．「障害者

基本計画」

の策定 

●「障害者基本法」に基づく計画として、国における障がい者施策の基本的方

向を定める「障害者基本計画（第４次）」が平成 30 年３月に策定（平成 30～

令和４年度まで） 

（基本理念） 

共生社会の実現に向け、障がい者が、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動

に参加し、その能力を最大限発揮して自己実現できるように支援 

 

 

 

第２節 基本指針について 
 

第６期障がい福祉計画、第２期障がい児福祉計画策定に係る基本指針は国から以

下の内容が示されています。 

基本指針 内容 

１．地域における生

活の維持及び継続

の推進 

●地域生活支援拠点等の機能の充実を進める。 

●日中サービス支援型共同生活援助等のサービスを踏まえた地域移行の

検討。 

２．精神障がいにも

対応した地域包括

ケアシステムの構

築 

●精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を一層推進する

ため、精神障がい者の精神病棟から退院後１年以内の地域における平

均生活日数を成果目標に追加する。 

●ギャンブル等依存症をはじめとする依存症について、自治体や関係者

等の地域の包括的な連携協力体制の構築や依存症の理解促進等、依存

症に係る取り組みを盛り込む。 

３ 福祉施設から一

般就労への移行等 

 

●一般就労への移行や工賃・賃金向上への取組を一層促進させる。 

●就労定着支援事業の利用促進を図り、障がい者が安心して働き続けら

れる環境整備を進める。 

●地域共生社会の実現に向け「農福連携ビジョン」を踏まえた農福連携

の更なる推進とともに、多様なニーズに対応した就労支援として、大

学在学中の学生や高齢者に対する就労支援について追加する。 

４ 「地域共生社会」

の実現に向けた取

組 

●「相談支援」「参加支援（社会とのつながりや参加の支援）」「地域やコ

ミュニティにおけるケア・支え合う関係性の育成支援」を一体的に実

施する包括支援体制について、基本的な姿勢や理念を盛り込む。 

５ 発達障がい等支

援の一層の充実 

●発達障がい者等に対して適切な対応を行うため、ペアレントプログラ

ムやペアレントトレーニングなどの発達障がい者等の家族等に対する

支援体制の充実を図る。 

●発達障がいを早期かつ適正に診断し、適切な発達支援を行う必要があ

ることから、発達障がいの診断等を専門的に行うことができる医療機

関等を確保することの重要性を盛り込む。 
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基本指針 内容 

６ 障がい児通所支

援等の地域支援体

制の整備 

●難聴障がい児の支援体制について、取り組む仕組みを作っていく方向

性を盛り込む。 

●児童発達支援センターや障害児入所施設について、今後果たすべき役

割を明記する。 

●障害児入所支援における１８歳以降の支援のあり方について、関係機

関が参画して協議を行う体制の整備について盛り込む。 

●自治体における重症心身障がい児及び医療的ケア児のニーズの把握の

必要性について明記する。 

７ 障がい者による

文化芸術活動の推

進 

●国の計画を踏まえ、関係者等の連携の機会の設置、人材育成や創造活

動への支援等の取組の推進をより図るため、都道府県単位で障がい者に

よる文化芸術活動を支援するセンターの重要性を基本指針に盛り込む。 

８ 障がい福祉サー

ビスの質の確保 

●多様となっている障がい福祉サービスを円滑に実施し、より適切に提

供できるよう、サービス事業者や自治体における研修体制の充実や適正

なサービス提供が行えているかどうかを情報収集するなどの取組み。 

９ 福祉人材の確保 ●福祉人材の確保を図る。 
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第３節 成果目標 

 

計画策定に向けた国の成果目標は、以下のとおりです。 

１ 施設入所者の地域生活への移行 

施設入所者の重度化・高齢化により、入所施設からの退所は入院・死亡を理由

にする割合が年々高まっており、自宅やグループホームなどへの地域生活移行者

は減少傾向にあります。 

一方で、障がい者の重度化・高齢化に対応するための、日中サービス支援型グ

ループホームなど障がい福祉サービスの機能の強化や地域生活支援拠点等の整備

に係る取組を踏まえ、成果目標を設定します。 

 

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

  精神障がい者が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることができ

るよう、医療、障がい福祉、介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、

教育が包括的に確保された体制について今後も計画的に推進する必要があります。

地域生活支援連携体制整備を評価する指数として、県では精神病棟から退院後１年

以内の地域での平均生活日数の目標設定や、精神病棟における１年以上長期入院者

数の減少を図ることとなっています。 

 

３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

地域には、障がい児者を支える様々な資源が存在し、これまでも各地域の障がい

福祉計画に基づき整備が進められていますが、それらの有機的な結びつきが必ずし

も十分でないことから、今後、地域が抱える課題に向き合い、地域で障がい児者や

その家族が安心して生活するために、緊急時に相談ができ、必要に応じて緊急的な

対応が図れる体制として、地域生活支援拠点等の整備に取り組みます。 

 

４ 福祉施設からの一般就労への移行等 

平成 28 年４月に改正法が一部施行された「障害者雇用促進法」では、雇用の場

における障がいのある人への差別が禁止され、合理的配慮の提供が義務となりま

した。 

障がい者の就労支援の取組については、今後も、雇用の拡大に向けた対策をは

じめ、就労についての相談機能を強化していきながら、目標値の達成を目指す必

要があります。 

令和５年までに、令和元年実績を踏まえた、一般就労への移行を推進していき

ます。また、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型については、一般就労が困

難な者に対し、就労や生産活動の機会の提供、就労に向けた訓練等を実施するも

のであり、引き続き支援を行います。 
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５ 障がい児支援体制の整備等 

第４期障がい福祉計画では既に、障がい児支援に関するサービス見込量を掲載

しています。 

平成 29 年３月 31 日に厚生労働省より告示された基本指針において、障がいの

有無にかかわらず児童がともに成長できるよう、地域社会への参加・包容（イン

クルージョン）を推進するため、障がい児福祉計画の作成に関する基本的事項と

して、「障がい児の子ども・子育て支援等の利用ニーズの把握及びその提供体制の

整備」に努めることとされ、第１期障がい児福祉計画が策定されました。 

第２期の計画では、児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援体制の

確保について、引き続き全市町村における設置及び実施体制の確保することを目

標とし取り組みます。 

聴覚障がい児を含む難聴児の支援にあたっては、都道府県において、児童発達

支援センターや特別支援学校（聴覚障がい）等を活用した難聴児支援のための中

核機能を果たす体制の確保が進められています。 

 

６ 相談支援体制の充実・強化等 

  更なる相談支援体制の充実・強化等を推進するための取組として、第６期障が

い福祉計画の基本指針においては、総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の

相談支援体制の強化に向けて取組を着実に進めていく観点から、実施体制の確保

を進めます。 

 

７ 障がい福祉サービス等の質の向上 

  利用者が真に必要とする障がい福祉サービス等を提供していくための取組とし

て、 

・相談支援従事者研修等の各種研修を活用した市町村職員の参加を促す仕組み 

・市町村において、国保連における審査でエラーとなった内容に分析結果等を活

用した取組み 

  など、サービスの質の向上を図るための取り組みに係る体制の構築が求められて

います。 
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第３章 立科町における障がい者の現状等 

第１節 立科町の概要 

１ 環境 

立科町は、長野県の東部北佐久郡の西端に位置し、東は佐久市、北は東御市、

西は小県郡長和町、南は茅野市に境を接し、東西 9.9 ㎞、南北 26.4 ㎞と南北に長

い町で、周囲は 78.2 ㎞、面積は 66.87k ㎡です。 

北部は、稲作を中心としてりんご・野菜・畜産などの農業が盛んであり、また、

南部は、蓼科山の北西に女神湖・白樺湖・蓼科牧場を有する高原地で、四季折々

の自然の恵みを満喫することができます。 

 

２ 人口 

立科町の総人口は、平成 23 年度末の 7,900 人から令和 2年度には、7,138 人と

なり、762 人の減少となっています。 

世帯数の推移をみると、平成 23 年の 2,783 世帯から、令和 2年の 2,827 世帯と

44 世帯の増加となっているものの、１世帯あたりの人口は、平成 23 年の 2.8 人

から令和 2年の 2.5 人と減少しています。 

 

【人口・世帯数（各年４月１日現在）】 

（単位：人） 

区分 世帯数 
人口（人） １世帯あたりの

人口 総数 男 女 

平成 23 年 2,783 世帯 7,900  3,889  4,011  2.8  

平成 26 年 2,817 世帯 7,677  3,782  3,895  2.7  

平成 29 年 2,847 世帯 7,504  3,714  3,790  2.6  

令和 2 年 2,827 世帯 7,138  3,573  3,565  2.5  

資料：住民基本台帳 

 

【人口動態（各年４月１日現在）】 

（単位：人） 

区分 
自 然 動 態 社 会 動 態 

出生 死亡 差引 転入 転出 差引 

平成 23 年 47 117 -70 172 231 -59 

平成 26 年 38 103 -65 220 227 -7 

平成 29 年 43 93 -50 175 200 -25 

令和 2 年 21 100 -79 140 226 -86 

資料：住民基本台帳 
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【年齢階層別人口（各年４月１日現在）】 

（単位：人） 

 
平成 23 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 令和 2年度 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 

年少人口 

（0～14 歳） 
932 11.8％  863 11.2％  774 10.3％  670 9.4％  

生産年齢人口 

（15～64 歳） 
4,656 58.9％  4,372 56.9％  4,189 55.8％  3,890 54.5％  

老齢人口 

（65歳以上） 
2,312 29.3％  2,442 31.8％  2,541 33.9％  2,578 36.1％  

合  計 7,900 100.0％ 7,677 100.0％  7,504 100.0％  7,138 100.0％  

資料：住民基本台帳 

 

３ 産業構造 

立科町の産業別就業者人口の推移をみると、15 歳以上人口、労働力人口、就業

者数は、年々減少しています。 

産業別区分でみると、各産業人口は、年々減少傾向にありますが、第１次産業

人口は、平成 17 年の 1,145 人から平成 27 年には 713 人と、第２次産業人口、第

３次産業人口と比較し大きく減少しています。 

失業者数は、平成 17 年の 163 人から平成 22 年には増加したものの、平成 27

年には 130 人と減少しています。 

 

【産業別就業人口の推移】 

（単位：人） 

区   分 
平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年  増加率 増加率 

A B C （C－A）／A （C－B）／B 

 15 歳以上人口  7,128 6,765 6,478 －9.1％ －4.2％ 

 労働力人口 4,922 4,503 4,122 －16.3％ －8.5％ 

 就業者数 4,759 4,303 3,992 －16.1％ －7.2％ 

 

   第１次産業人口 1,145 968 713 －37.7％ －26.3％ 

   第２次産業人口 1,345 1,093 1,067 －20.7％ －2.4％ 

   第３次産業人口 2,261 2,241 2,208 －2.3％ －1.5％ 

   分類されないもの 8 1 4 － － 

 失業者数 163 200 130 －20.2％ －35.0％ 

 不詳 8     － － 

資料：国勢調査 

第１次産業：農業、林業、漁業 

第２次産業：鉱業、建設業、製造工業 

第３次産業：電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、卸売・小売業、飲食店、不動産業、金融・保険業、 

サービス業、公務 
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第２節 立科町の人口構造と障がい者の現状 

１ 立科町の人口構造 

令和２年９月 30 日現在の本町の総人口は、7,094 人（男性：3,547 人、女性：

3,547 人）となっています。 

年齢別人口構成を人口ピラミッドの形態でみると、中高年層の人口が多く、男

女ともに 70～74 歳を中心にふくらみがみられます。 

男女別では、75歳以上人口で女性の752人に比べ、男性は571人と女性の76.0％

となっています。 

また、若年層の人口が少ないためピラミッドのすそが狭まる“つぼ型”に近い

形となっています。 

 

■人口ピラミッド（令和２年９月３０日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）    

 

総人口 男性 女性 

7,094 3,547 3,547 

資料：住民基本台帳 
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２ 障害者手帳所持者等の状況 

（１）障害者手帳所持者の推移 

町の障害者手帳所持者は、令和２年４月１日現在で身体障害者手帳所持者が

365人、療育手帳所持者が72人、精神障害者保健福祉手帳所持者が82人となって

います。 

平成29年と比較して、身体障害者手帳所持者は15人（3.9％）減少、療育手帳

所持者は6人（9.1％）増加、精神障害者保健福祉手帳所持者は1人（1.2％）増加

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

  平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 

身体障害者手帳所持者 380  383 372 365 

療育手帳所持者 66  67 70 72 

精神障害者保健福祉 

手帳所持者 
81  82 83 82 

合計 527 532 525 519 

資料：町調べ 

 

 

【障害者手帳所持者の推移（各年４月１日現在）】 
（人） 
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（２）身体障がい者（児）の状況 

身体障害者手帳所持者の等級別では令和２年４月１日現在で４級が30.4％と

多く、次いで１級が19.5％、３級が19.2％となっています。また、平成29年と比

較して、１，３、４、６級の等級の方が減少しています。 

また、障がい別では、令和２年４月１日現在で肢体不自由が58.1％と多数を占

め、次いで内部障がいが26.8％となっています。 

 

【身体障害者手帳所持者の等級別の推移（各年４月１日現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

 

平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 

１級 1  18  55  74  1  16  59  76  1  15  55  71  1  15  55  71  

２級 1  10  33  44  1  11  33  45  1  9  33  43  1  12  33  46  

３級 2  19  52  73  1  19  54  74  1  16  57  74  1  16  53  70  

４級 1  17  100  118  1  19  100  120  1  15  99  115  1  15  95  111  

５級 0  8  26  24  0  9  26  35  0  7  26  33  0  6  26  32  

６級 0  7  30  37  0  7  26  33  0  10  26  36  0  8  27  35  

合計 5  79  296  380  4  81  298  383  4  72  296  372  4  72  289  365  

資料：町調べ 

 

 

74 76 71 71

44 45 43 46

73 74 74 70
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【身体障害者手帳所持者の障がい別の内訳（各年４月１日現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

 

平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 

視覚 0  5  15  20  0  6  14  20  0  6  15  21  0  5  14  19  

聴覚 0  3  26  29  0  3  24  27  0  5  26  31  0  4  27  31  

平衡
機能 

0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

音声・

言語、

そしゃ

く機能 
0  4  1  5  0  3  2  5  0  2  3  5  0  2  3  5  

肢体
不自
由 

5  51  178  234  4  53  176  233  4  46  168  218  4  47  161  212  

内部 0  16  76  92  0  16  82  98  0  13  84  97  0  14  84  98  

合計 5  79  296  380  4  81  298  383  4  72  296  372  4  72  289  365  

資料：町調べ 

 

 

20 20 21 19
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（３）知的障がい者（児）の状況 

療育手帳所持者の等級別では、令和２年４月１日現在、Ｂ２、Ａ１の方が比較

的多い状況です。平成29年との比較では、Ａ１の方が１人（4.5％）、Ｂ１の方

が５人（31.3％）増加しています。 

年齢別では、令和２年４月１日現在、18～64歳が87.5％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

【療育手帳所持者の年齢別の推移（各年４月１日現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

 

平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 

Ａ１ 3  19    22  2  20    22  2  21    23  2  21    23  

Ａ２ 0  3    3  0  3    3  0  3    3  0  3    3  

Ｂ１ 1  15    16  1  14    15  2  16    18  2  19    21  

Ｂ２ 6  19    25  8  19    27  7  19    26  5  20    25  

合計 10  56  0  66  11 56  0  67  11  59  0  70  9  63  0  72  

資料：町調べ 

【療育手帳所持者の等級別の推移（各年４月１日現在）】 

（人） 

（人） 
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（４）精神障がい者（児）の状況 

精神障害者保健福祉手帳所持者の等級別では、令和２年４月１日現在で１級が

最も多く、全体の約半数を占めています。 

 

【精神障害者保健福祉手帳所持者の等級別の推移（各年４月１日現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

 

平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 
0～
17歳 

18～
64歳 

65歳
以上 

合計 

１級 0  26  16  42  0  24  20  44  0  26  17  43  1  27  17  45  

２級 0  23  6  29  1  23  6  30  1  27  4  32  1  26  3  30  

３級 0  10  0  10  0  7  1  8  0  7  1  8  0  6  1  7  

合計 0  59  22  81  1  54  27  82  1  60  22  83  2  59  21  82  

資料：町調べ 
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（５）障害支援区分の申請状況 

障害支援区分の申請状況は、令和元年度末現在、申請数が18人、認定者数が18

人と、平成28年度と比較してそれぞれ増加しています。 

障害支援区分認定者数は、平成28年度から令和元年度にかけて、区分２、３、

６が増加、区分４が減少となっています。 

 

【障害支援区分の申請状況（各年度３月３１日現在）】 

（単位：人） 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

申請数 13 22 19 18  

認定者数 

非該当  0  0  0  0 

区分１ 0  0  0  0 

区分２ 2 8 8 4 

区分３  1 4 3 3 

区分４ 4 2 4 2 

区分５ 3 4 3 3 

区分６  3 4 1 6 

合計 13 22 19 18 

資料：町調べ 
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【各年度の（新規・更新・区分変更）障害支援区分認定者数の内訳（各年度３月31日現在）】 

（単位：人） 

  
障害支援区分認定者数 

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計 

平
成
28
年
度 

身体 
障害者
手帳 

18～64 歳 0 0 0 0 0 1 2 3 

65 歳以上 0 0 0 0 0 1 0 1 

合計 0 0 0 0 0 2 2 4 

療育 
手帳 

18～64 歳 0 0 0 1 2 0 1 4 

65 歳以上 0 0 0 0 0 1 0 1 

合計 0 0 0 1 2 1 1 5 

精神障
害者保
健福祉
手帳 

18～64 歳 0 0 2 0 2 0 0 4 

65 歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 0 0 2 0 2 0 0 4 

平
成
29
年
度 

身体 
障害者
手帳 

18～64 歳 0 0 1 1 0 0 1 3 

65 歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 0 0 1 1 0 0 1 3 

療育 
手帳 

18～64 歳 0 0 1 2 2 2 3 10 

65 歳以上 0 0 0 0 0 1 0 1 

合計 0 0 1 2 2 3 3 11 

精神障
害者保
健福祉
手帳 

18～64 歳 0 0 5 1 0 1 0 7 

65 歳以上 0 0 1 0 0 0 0 1 

合計 0 0 6 1 0 1 0 8 

平
成
30
年
度 

身体 
障害者
手帳 

18～64 歳 0 0 0 1 1 0 0 2 

65 歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 0 0 0 1 1 0 0 2 

療育 
手帳 

18～64 歳 0 0 2 1 3 2 1 9 

65 歳以上 0 0 1 0 0 0 0 1 

合計 0 0 3 1 3 2 1 10 

精神障
害者保
健福祉
手帳 

18～64 歳 0 0 4 1 0 1 0 6 

65 歳以上 0 0 1 0 0 0 0 1 

合計 0 0 5 1 0 1 0 7 

令
和    
元 
年
度 

身体 
障害者
手帳 

18～64 歳 0 0 0 0 0 1 4 5 

65 歳以上 0 0 0 0 0 1 0 1 

合計 0 0 0 0 0 2 4 6 

療育 
手帳 

18～64 歳 0 0 1 3 0 1 0 5 

65 歳以上 0 0 0 0 0 0 1 1 

合計 0 0 1 3 0 1 1 6 

精神障
害者保
健福祉
手帳 

18～64 歳 0 0 3 0 2 0 1 6 

65 歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 0 0 3 0 2 0 1 6 

資料：町調べ（※ 各年度の新規・更新等の認定者数。認定者の実数ではありません。） 
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（６）特定疾患医療受給者証申請者数の状況 

特定疾患医療受給者証申請者数の状況は、令和元年度末現在、パーキンソン病

関連疾患が12人、潰瘍性大腸炎が7人、ウイルス肝炎が11人、その他が37人、合

計67人となっており、平成28年度と比較して合計は増加しています。 

 

【特定疾患医療受給者証申請者数の推移（各年度３月 31 日現在）】 

（単位：人） 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 
パーキンソン病関連疾患 11  11 13 12 
潰瘍性大腸炎 11  11 8 7 
ウイルス肝炎 12  12 7 11 
その他 29  43 41 37 
合計 63  77 69 67 

資料：町調べ 

 

（７）自立支援医療費公費負担の申請状況 

自立支援医療費公費負担の申請状況は、令和元年度末現在、更生医療が98万

7,609円となっており、平成28年度と比較して、更生医療は横ばい、育成医療は

減少しています。 

 

【自立支援医療費公費負担の申請状況（各年度３月31日現在）】 

（単位：円） 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 
更生医療 942,231 1,152,956 784,907 987,609 
育成医療 132,614 397,138 146 0 

資料：町調べ 

 

（８）事業費総額 

事業費の総額は、令和元年度に自立支援給付費が１億6,100万円、地域生活支

援事業費が389万円、総額１億6,489万円となっており、平成28年度と比較して、

自立支援給付費が4,380万円（37.4％）増加、地域生活支援事業費が13万円（3.5％）

増加し、総額では4,393万円（36.3％）増加となっています。 

 

【事業費総額】 

（単位：千円） 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 
自立支援給付費 117,200 139,325 153,319 161,003 
地域生活支援事業費 3,764 3,097 3,078 3,894 
合計 120,964 142,422 156,397 164,897 

資料：町調べ 
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３ 通園・通学の状況 

（１）特別支援学校 

特別支援学校とは、障がい児の発達状態や社会性などを把握した上で、障がい

による学習上又は生活上の困難を克服し、自立を図るために必要な知識技能を取

得するための学校です。 

特別支援学校に通う児童・生徒数は、令和２年４月１日現在、小学部が３人、

中学部が１人、高学部が７人となっています。 

 

【特別支援学校への就学状況（各年４月１日現在）】 

（単位：人） 

  学  校  名 小学部 中学部 高学部 合計 

平成 29 年 

長野盲学校 0 0 0 0  

花田養護学校 0 0 0 0  

長野ろう学校 0 0 0 0  

小諸養護学校 1  3  5  9  

上田養護学校 0 0 1  1  

稲荷山養護学校 0 1  0 1  

合    計 1  4  6  11  

平成 30 年 

長野盲学校 0 0 0 0 

花田養護学校 0 1 0 1 

長野ろう学校 0 0 0 0 

小諸養護学校 1 3 6 10 

上田養護学校 1 1 0 2 

稲荷山養護学校 0 1 0 1 

合    計 2 6 6 14 

令和元年 

長野盲学校 0 0 0 0 

花田養護学校 0 1 0 1 

長野ろう学校 0 0 0 0 

小諸養護学校 2 3 4 9 

上田養護学校 1 0 1 2 

稲荷山養護学校 0 0 0 0 

合    計 3 4 5 12 

令和２年 

長野盲学校 0 0 0 0 

花田養護学校 0 0 1 1 

長野ろう学校 0 0 0 0 

小諸養護学校 2 1 5 8 

上田養護学校 1 0 1 2 

稲荷山養護学校 0 0 0 0 

合    計 3 1 7 11 

資料：町調べ 
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（２）特別支援学級 

特別支援学級とは、障がいのある児童・生徒に、障がいの状況に応じた教育を

行うとともに、障がいによる学習上又は生活上の困難を克服し、自立を図るため

に必要な知識技能を取得するために小・中学校に設けられた学級です。 

特別支援学級に通う児童・生徒数は、令和２年５月１日現在、小学校が27人、

中学校が12人となっています。 

 

    【特別支援学級在籍状況（各年５月１日現在）】      （単位：人） 

  平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 

立科小学校 

１年生 5 2 3 2 

２年生 4 4 3 5 

３年生 5 4 6 4 

４年生 5 5 4 7 

５年生 5 4 5 4 

６年生 5 5 4 5 

合 計 29 24 25 27 

立科中学校 

１年生 2 3 5 4 

２年生 3 2 3 5 

３年生 2 2 2 3 

合 計 7 7 10 12 

 

（３）小学校就学前の教育・療育状況 

現在、身近な相談窓口として、町の健診や保健師の訪問が行われており、児童

相談所や医療施設・関係機関等の助言等、療育対策が図られています。 

保育所事業は教育委員会所管となり、一貫した指導や子育て支援体制が整備さ

れ、保育所入園後においては、保育士を加配し、障がい児の保育の充実も図って

います。 

福祉サービスでは、未就学の障がい児が児童発達支援事業を活用しながら、日

常生活における基本的動作や知識技能を取得し、集団生活に適応できるよう指導、

訓練を受けています。 
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４ 障がい者の雇用・就業状況 

（１）雇用の方針 

障がい者の雇用の促進等に関する法律では、事業主に対して、その雇用する労

働者に占める身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者の割合が、一定率（法

定雇用率※）以上になるように義務づけられています。 

 

※法定雇用率： 

令和3年3月１日から障がい者の法定雇用率が引き上げになります。 

今回の法定雇用率の変更に伴い、民間企業の対象となる事業主の範囲が、従業員45.5人以

上から43.5人以上に変わります。 

 

事業主区分 
法定雇用率 

現行 令和 3年 3月 1日以降 

民間企業   2.2％ ⇒   2.3％ 

国、地方公共団体等   2.5％ ⇒   2.6％ 

都道府県等の教育委員会   2.4％ ⇒   2.5％ 

 

なお、雇用率の算定にあたっては、重度身体障がい者及び重度知的障がい者は

１人の雇用をもって２人雇用しているものとみなされます。 

また、短時間労働者のうち重度身体障がい者及び重度知的障がい者は、それぞ

れ１人の障がい者を雇用しているものとみなされますが、精神障がい者について

は一定の条件を満たす場合に1人としてみなされることになっています。 

 

（２）雇用の現況 

長野県内における令和元年６月１日現在の民間企業の実雇用率は2.17％で、前

年比0.03ポイント上昇し、過去最高を更新しました。法定雇用率達成企業の割合

は58.1％で、前年比1.6ポイント上昇。地方公共団体の機関では、実雇用率は

2.29％で、前年比0.08ポイント上昇となりました。 
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第３節 障がい福祉サービス等の取組状況 

 

平成 30 年度から令和 2 年度における、各サービスの計画値と実績値は以下のとお

りです。 

１ 訪問系サービス 

（１）訪問系サービス【障がい者・障がい児の合算】の計画値と実績値 

（数値はひと月あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

居宅介護 
計画値 

時間 86  96  108  
人 9  10  11  

実績値 
時間 64  59  35  
人 5  4  4  

重度訪問介護 
計画値 

時間 0  0  0  
人 0  0  0  

実績値 
時間 0  0  0  
人 0  0  0  

同行援護 
計画値 

時間 4  4  4  
人 1  1  1  

実績値 
時間 0  0  0  
人 0  0  0  

行動援護 
計画値 

時間 32 40 48 
人 4 5 6 

実績値 
時間 27 28 25 
人 2 2 2 

重度障害者等包括支援 
計画値 

時間 0  0  0  
人 0  0  0  

実績値 
時間 0  0  0  
人 0  0  0  

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

（２）訪問系サービスの実施率【障がい者・障がい児の合算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実施率＝実績値/計画値 

※基準該当事業所のサービスは含めていません。 

（％） 
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（３）訪問系サービス【障がい児のみ】の計画値と実績値 

（数値はひと月あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

居宅介護 
計画値 

時間 8  8  8  
人 1  1  1  

実績値 
時間 0  0  0  
人 0  0  0  

重度訪問介護 
計画値 

時間 0  0  0  
人 0  0  0  

実績値 
時間 0  0  0  
人 0  0  0  

同行援護 
計画値 

時間 0  0  0  
人 0  0  0  

実績値 
時間 0  0  0  
人 0  0  0  

行動援護 
計画値 

時間 24 24 24 
人 3 3 3  

実績値 
時間 19  20  12  
人 1  1 1  

重度障害者等包括支援 
計画値 

時間 0  0  0  
人 0  0  0  

実績値 
時間 0  0  0  
人 0  0  0  

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

（４）訪問系サービスの実施率【障がい児のみ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実施率＝実績値/計画値 

※基準該当事業所のサービスは含めていません。 

 

 

 

（％） 
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２ 日中活動系サービス 

（１）日中活動系サービスの計画値と実績値 

（数値はひと月あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

生活介護 
計画値 

人日 495  563  631  
人 22  25  28  

実績値 
人日 449  510  503  
人 23  25  24  

自立訓練（機能訓練） 
計画値 

人日 12  12  12  
人 1  1  1  

実績値 
人日 0 3  0  
人 0 1  0  

自立訓練（生活訓練） 
計画値 

人日 15 15  15  
人 1  1  1  

実績値 
人日 0  0  0  
人 0  0  0  

就労移行支援 
計画値 

人日 30  30  30 
人 5  5  5  

実績値 
人日 57  19  0  
人 4  2  0  

就労継続支援（Ａ型） 
計画値 

人日 22  22  21 
人 1  1  1  

実績値 
人日 20  20  20  
人 1  1  1  

就労継続支援（Ｂ型） 
計画値 

人日 396  443  496  
人 27  30  34  

実績値 
人日 319  315  343  
人 18  18  15 

就労定着支援 
計画値 人 1  1  1  
実績値 人 0  0  0  

療養介護 
計画値 人 0  0  0  
実績値 人 0  0  0  

短期入所（福祉型） 
【障がい者・障がい児の合
算】 

計画値 
人日 20  20  20  
人 3  3  3  

実績値 
人日 20  26  28  
人 3  4  4  

短期入所（医療型） 
【障がい者・障がい児の合
算】 

計画値 
人日 20  20  20  
人 2  2  2  

実績値 
人日 0  0  0  
人 0  0  0  

短期入所（福祉型） 
【障がい児のみ】 

計画値 
人日 14  14  14  
人 2  2  2  

実績値 
人日 15 16 16 
人 2 2 2 

短期入所（医療型） 
【障がい児のみ】 

計画値 
人日 20  20  20  
人 2  2  2  

実績値 
人日 0  0  0  
人 0  0  0  

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 
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（２）日中活動系サービスの実施率【短期入所のみ障がい者・障がい児合算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実施率＝実績値/計画値 

※基準該当事業所のサービスは含めていません。 

 

（３）日中活動系サービスの実施率【障がい児のみ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実施率＝実績値/計画値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

（％） 
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３ 居住系サービス 

（１）居住系サービスの計画値と実績値 

（数値は年度あたり） 
サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

自立生活援助 
計画値 人 0 0 0 
実績値 人 0 0 0 

共同生活援助 
計画値 人 12  13  14  
実績値 人 11  10  9  

施設入所支援 
計画値 人 12  11  10  
実績値 人 14  15  16  

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

（２）居住系サービスの実施率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実施率＝実績値/計画値 

４ 相談支援 

（１）相談支援の計画値と実績値 

（数値はひと月あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

計画相談支援 
計画値 人 15  18  21  
実績値 人 11  11  12  

地域移行支援 
計画値 人 1  1  1  
実績値 人 0  0  0  

地域定着支援 
計画値 人 3  3  3  
実績値 人 0  0  0  

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

（２）相談支援の実施率 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実施率＝実績値/計画値 

（％） 

（％） 
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５ 障がい児支援 

（１）障がい児支援の計画値と実績値 

（数値はひと月あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

児童発達支援 
計画値 

人日 33  42  54  
人 6  8  10  

実績値 
人日 11  2  2  
人 3  1  1  

放課後等デイサービス 
計画値 

人日 160  168  176  
人 20  21  22  

実績値 
人日 67  83  90  
人 9  10  9  

保育所等訪問支援 
計画値 

人日 0  0  0  
人 0  0  0  

実績値 
人日 0  0  0  
人 0  0  0  

医療型児童発達支援 
計画値 

人日 5  5  5  
人 1  1  1  

実績値 
人日 0  0  0  
人 0  0  0  

福祉型児童入所支援 
計画値 人 0  0  0  
実績値 人 0  0  0  

医療型児童入所支援 
計画値 人 0  0  0  
実績値 人 0  0  0  

障害児相談支援 
計画値 人 7  8  9  
実績値 人 6  5  5  

居宅訪問型児童発達支援 
計画値 人 0 0 0 
実績値 人 0 0 0 

医療的ケア児に対する関連分野

の支援を調整するコーディネー

ター 

計画値 人 0 0 2 

実績値 人 0 0 0 

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

（２）障がい児支援の実施率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実施率＝実績値/計画値 

※基準該当事業所のサービスは含めていません。 

 

（％） 
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６ 地域生活支援事業 

（１）地域生活支援事業の計画値と実績値 

① 理解促進研修・啓発事業 

（数値は年度あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

理解促進研修・啓発事業 
計画値 

実施の 
有無 

無 有  有  

実績値 
実施の 
有無 

無 無  無  

 

② 自発的活動支援事業 

（数値は年度あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

自発的活動支援事業 
計画値 

実施の 
有無 

無  無  有  

実績値 
実施の 
有無 

無  無  無  

 

③ 相談支援事業 

（数値は年度あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

障害者相談支援事業 

計画値 

か所 
佐久圏域で

検討 

佐久圏域で

検討 

佐久圏域で

検討 

基幹相談
支援セン
ターの設
置の有無 

佐久圏域で

検討 

佐久圏域で

検討 

佐久圏域で

検討 

実績値 
か所 1  1  1  
設置の 
有無 

有  有  有  

市町村相談支援機能強化事
業 

計画値 
実施の 
有無 

無  無  無  

実績値 
実施の 
有無 

無  無  無  

住宅入居等支援事業 
計画値 

実施の 
有無 

無  無  無  

実績値 
実施の 
有無 

無  無  無  

 

④ 成年後見制度利用支援事業 

（数値は年度あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

成年後見制度利用支援事業 
計画値 人 1  1  1  
実績値 人 0  0  0  

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

 



 

36 

 

⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

（数値は年度あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

成年後見制度法人後見支援
事業 

計画値 
実施の 
有無 

有 有  有  

実績値 
実施の 
有無 

無  無  無  

 

⑥ 意思疎通支援事業 

（数値は年度あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 
手話通訳者・要約筆記者派
遣事業 

計画値 件 2  2  2  
実績値 件 0  4  0  

手話通訳者設置事業 
計画値 人 0  0  0  
実績値 人 0  0  0  

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

⑦ 日常生活用具給付事業 

（数値は年度あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

介護・訓練支援用具 
計画値 件 3  3  3  
実績値 件 0  0  0 

自立生活支援用具 
計画値 件 1  1  1  
実績値 件 1  2  0  

在宅療養等支援用具 
計画値 件 3  3  3  
実績値 件 1  2  0  

情報・意思疎通支援用具 
計画値 件 1  1  1  
実績値 件 1  1  1  

排泄管理支援用具 
計画値 件 120  130  140  
実績値 件 135  139  181  

居宅生活動作補助用具 
（住宅改修費） 

計画値 件 1  1  1  
実績値 件 0  0  0  

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

⑧ 手話奉仕員養成研修事業 

（数値は年度あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

手話奉仕員養成研修事業 

計画値 
実養成講
習修了者
数（人） 

1  1  1  

実績値 
実養成講
習修了者
数（人） 

0  0  0  
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⑨ 移動支援事業 

（数値は年度あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

移動支援事業 
計画値 

人 8  9  10  
時間 408  459  510  

実績値 
人 8  8  4  
時間 103  396  345 

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

⑩ 地域活動支援センター事業 

（数値は年度あたり） 

サービス種別 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

地域活動支援センター 
計画値 

か所 1  1  1  
人 5  7  9  

実績値 
か所 1  1  1  
人 22  23  33  

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 
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第４節 障がい者等の推計 

１ 人口推計 

立科町の総人口は平成 23 年の 7,900 人から令和 2 年には 7,138 人となり、762

人の減少となっています。 

年少人口・生産年齢人口は一貫して減少傾向で推移し続けており、現在まで減

少が続いています。 

老年人口は生産年齢人口が順次老年期に入り、また平均寿命が延びたことから

増加傾向で推移していましたが、今後は減少傾向に転じると推計されています。 

（立科町人口ビジョンより） 

【人口推計（各年４月１日現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

 
実績 推計 

令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 
年少人口（0～14 歳） 670 645  620  594  
生産年齢人口（15～64 歳） 3,890 3,689  3,488  3,285  
老年人口（65歳以上） 2,578  2,544  2,510  2,475  
総人口 7,138  6,878  6,618  6,354  

 

 

実績 ←  → 推計 
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365 360 355 351

72 75 77 79

82 82 83 83

0

100

200

300

400
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600

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者 精神障害者保健福祉

手帳所持者

513515517519

 

２ 障害者手帳の所持者数の推計 

障害者手帳の所持者数の推計については、平成 29 年から令和 2年の各年４月１

日現在の障害者手帳の所持者数の変化率をもとに推計しました。 

これによると、令和 5 年は身体障害者手帳所持者が 351 人、療育手帳所持者が

79 人、精神障害者保健福祉手帳所持者が 83 人、合計では 513 人となっています。 

令和 2 年と比較すると、身体障害者手帳所持者は 14 人（3.8％）減少、療育手

帳所持者は７人（9.7％）増加、精神障害者保健福祉手帳所持者は 1 人（1.2％）

増加し、合計では 6人（1.1％）減少すると推計されます。 

 

【障害者手帳の所持者数の推計（各年４月１日現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

 実績 推計 
令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 

身体障害者手帳所持者 365  360  355  351  
療育手帳所持者 72  75  77  79  
精神障害者保健福祉手帳所持者 82  82  83  83  
合計 519  517  515  513  

 

 

実績 ←  → 推計 
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第４章 アンケート調査の実施 

第１節 アンケート調査の概要 

１ 調査目的 

本調査は、障がい者施策の指針となる第８次立科町障がい者福祉計画・第６期

立科町障がい福祉計画・第２期立科町障がい児福祉計画を策定するにあたり、障

がいのある方の状況やご意見等を把握し計画の基礎資料とすることを目的に実施

しました。 

 

２ 調査方法 

調査票の配布・回収は、郵送により実施しました。 

 

３ 調査期間 

令和２年２月～３月 

 

４ 回収結果 

対象 配布数 回収数 回収率 

身体障害者手帳・療育手帳・ 

精神障害者保健福祉手帳所持

者・障がい福祉サービス利用者 

200 票 126 票 63.0％ 

 

※ 本文中のパーセント表記については、整数処理を行い、小数点以下を四捨五入して表記していま

す。 
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第２節 アンケート調査結果の概要 

１ 記入者について  

「ご自分で記入」が 60％と多く、次いで「あなたにかわって家族の方が記入」が

17％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 本人の性別・年齢  

 回答者の性別の割合では、男性が42％で女性が48％となっています。また、年齢の

割合では65歳以上が44％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 

％ 
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３ 持っている手帳について  

回答者の手帳の種類別の割合は、「身体障害者手帳」が63％と多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答者の療育手帳の等級別の割合は、「A1」、「B2]が 35％と多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者の精神障害者保健福祉手帳の等級別の割合は、「2 級」が 44％と多くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者の身体障害者手帳の等級別の割合は、「3級」が 27％と多く、次いで「4級」が

23％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 

％ 

％ 
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４ 住まい  

 「自宅・アパート」が 86％と多く、次いで「障がいのある方のための施設」と「病

院や診療所に入院中」が 2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 一緒に暮らす家族  

「配偶者」が 27％と多く、次いで「子ども」「父母」が 19％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 現在、介助や支援を受けているか  

「介助や支援を受けている」が 37％、「介助や支援を受けていない」が 52％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 
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６－１ 日常生活の主な介助者 （介助や支援を受けている方のみの回

答） 
「父母」、「配偶者」が 19％と多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－２ 主に介助を行っている方の年齢（介助や支援を受けている方の

みの回答） 
「60 歳以上」が 32％と多く、「50 歳代」が 21％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－３ 介助や支援を行っている方に対して心配されること（介助や支

援を受けている方のみの回答） 
「精神的に疲れる」が 22％と多く、次いで「経済的な負担がかかる」が 14%となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 

％ 

％ 

 

 

 



 

45 

 

７ ふだん昼間の時間の過ごし方（2つまで） 

「自宅や入所施設で過ごしている」が 39％と多く、次いで「通所施設や作業所など

に通っている」と「その他」が 17％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 外出をする回数  

 「ほぼ毎日」が39％と多く、「週2～3回くらい」が25％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 外出をするとき困ること  

「外出にお金がかかる」が 13％と多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 

％ 

％ 
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１０ 日常生活で困ったことや悩み、不安に感じていること  

「病気のこと」が 24％と多く、次いで「生活費のこと」が 14％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 困ったときに相談する人  

 「家族・親族」が40％と多く、次いで「友人・知人」が12％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 障がいによる差別や嫌な思いの経験があるか  
「ない」が 60％と多く、次いで「少しある」が 17％、「ある」が 9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

％ 

％ 
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１２－１ どのような場所で差別や嫌な思いを経験したか（ある・少し

ある方のみ回答）  

「外出先」が 23％と多く、「学校、仕事場」が 21％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３ 成年後見制度について  

 「名前も内容も知っている」が30％と多く、「名前は聞いたことがあるが、内容は

知らない」が27％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４ 障がい福祉サービスの利用について  

 「何も利用していない」が 53％と多く、「利用しているサービスがある」が 29％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 
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１４-1 障がい福祉サービスを利用しない理由（何も利用していない方

のみ）  
 「必要を感じない」が 43％と最も多く、次いで「制度やサービスを知らない」が 9％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 
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１４-２ サービスの利用状況と今後５年間の利用希望  
 「現在、利用しており今後も利用したい」サービスは「自立支援医療（更生・育成・精神

通院）」が 11％と多くなっています。「現在利用していないが、今後は利用したい」サービスは「相

談支援」が 17％と多くなっています。「利用するつもりはないまたは、わからない」サービスは、

「重度訪問介護」と「地域移行支援」、「同行援護」が 43％となっています。 
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１５ 障がい福祉サービス情報の取得方法  
 「町の担当窓口」が 30％と多く、次いで「町の広報」が 16％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６ 災害時に一人で避難できるか  
 「できない」が 34％と多く、「できる」が 33％、「わからない」が 17％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

１７ 災害等の非常時に、周囲に知らせることができるか  
 「できる」が 62％で多く、「わからない」が 17％、「できない」が 16％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

１８ 家族が不在の場合や一人暮らしの場合に助けてくれる人がいるか  
 「わからない」が 33％と多く、「いる」が 30％、「いない」が 20％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 
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１９ 台風や地震などの災害が起きた時に不安に感じること  
 「ひとりでは避難できない」が 17％と多く、「薬や医療的なケアが確保できるか不

安」が 16％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０ 現在仕事をしているか  
 「仕事をしていない」が 49％、「仕事をしている」が 37％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

２０－１ どのような仕事か（仕事をしている方のみ回答）  
 「会社に勤めている（パート・アルバイト）」が 27％と多く、「福祉サービス事業所」

が 25％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 

％ 
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２０－２ 昼間の過ごし方（仕事をしていない方のみ回答）  
 「とくに何もしていない」が 31％と多く、次いで「家事を手伝っている」が 19％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１ 町に必要だと思う施設  
 「入所施設」と「わからない」が 19％と多く、「グループホーム」と「生活援助等

の通う施設」が 16％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２ 町のバリアフリーの状況  
 「特に不便は感じていない」が 58％、「不便を感じている」が 21％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 

％ 
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２２－１ 町の中で移動が大変な場所について（不便を感じている方の

み回答）  

 「公共施設の段差等」が 26％と多く、「道路に段差が多い」が 22％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３ 「パーキングパーミット」を知っているか  
 「知っている（持っている）」が 53％、「知らない」が 33％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

２４ 「ヘルプマーク」を知っているか  
 「知らない」が 62％と多く、「知っている（持っている）」が 26％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 
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２５ 今から１０年先、どのように生活をしてみたいか  
 「自宅で、家族と一緒に暮らす」が 39％と多く、次いで「先のことはわからない、

まだ考えたことがない」が 23％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 
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第５章 計画の方向性 

第１節 計画の基本的考え方 

国は障害者権利条約の理念に即した以下の障害者基本法の各基本原則等にのっと

り、当該理念の実現に向けた障がい者の自立及び社会参加の支援等のための施策を

総合的かつ計画的に実施することとしています。「第８次立科町障がい者福祉計画」

においてもその原則にのっとり推進するものとします。 

 

１ 地域社会における共生等 

障害者権利条約は、「全ての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全

かつ平等な享有を促進し、保護し、確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊

重を促進すること」を目的としています。 

「第８次立科町障がい者福祉計画」に関しても、障がい者が障がい者でない者

と平等に尊重され、、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有し、次に掲

げる機会の適切な確保・拡大を図るため、障がい者施策を実施するものとします。 

（１）社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加

する機会の確保を図ります。 

（２）地域社会において他の人々と共生することを妨げられず、どこで誰と生活する

かについての選択する機会の確保を図ります。 

（３）言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段について選択する機会の

確保を図ります。 

（４）情報の取得又は利用のための手段について選択する機会の拡大を図ります。 

 

２ 差別の禁止、障がいに対する理解や配慮の促進 

障害者権利条約第５条において、障がいに基づくあらゆる差別を禁止するとと

もに、合理的配慮の提供が確保されるための適当な措置をとることが求められて

います。障害者基本法第４条及び障害者差別解消法においてその趣旨が具体化さ

れていることから、障がい者差別その他の権利利益を侵害する行為を禁止すると

ともに、社会的障壁を除去するための合理的配慮を提供する必要があります。 

国においては、障害者差別解消法が制定され既に施行されるなど、法制的な整

備が講じられていますが、今後、本町としても障害者差別解消法の実効性の確保

に努めます。 

また、障がい者が安心して生活するために、地域の人の障がいに対する理解や

配慮の促進を図り、また障がいを理由とする差別が生じることなく、権利が守ら

れるよう障がいの理解や啓発に努めます。 

平成２８年５月に「成年後見制度利用促進法」が施行され、国の示す「成年後

見制度利用促進基本計画（以下「基本計画」という。）では、「全国どの地域にお
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いても必要な人が成年後見制度を利用できるよう、各地域において、権利擁護支

援の地域連携ネットワークの構築を図る」ことが掲げられ、市町村等に「中核機

関」の設置が求められています。佐久圏域では、広域連合を中心として「中核機

関」設置の検討をします。 

３ 社会のあらゆる場面における利便性の向上 

障がい者を「障害がある者であって、障害と社会的障壁により継続的に日常生

活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」と障害者基本法第２条に

おいて定義しており、障がい者が経験する困難や制限が障がい者個人の障がいと

社会的な要因の双方に起因するという視点が示されています。 

こうした視点に照らして、障がい者の社会への参加を制約している事物、制度、

慣行、観念等の社会的障壁の除去を進めることにより、障がいの有無にかかわら

ず、その能力を最大限に発揮しながら安心して生活できるようにする必要があり

ます。社会的障壁の除去に向けた各種の取組をより強力に推進していくため、障

がい者の利便性の向上の環境整備を図ります。 

また、社会のあらゆる場面でＩＣＴ（情報通信技術）が浸透しつつあり、社会

的障壁の除去の観点から、利活用のしやすさに配慮したＩＣＴを始めとする新た

な技術の利活用について検討を行い、利活用が可能なものについては積極的な導

入を推進します。 

あわせて、社会のあらゆる場面における利便性の向上と心のバリアフリーを推

進する観点から、積極的な広報・啓発活動に努めるとともに、企業・住民団体等

の取組を積極的に支援します。 

 

４ 当事者本位の総合的かつ分野横断的な支援 

障がい者の尊厳、自立及び自立の尊重を目指す障害者権利条約の趣旨を踏まえ、

障がい者が各ライフステージを通じて適切な支援を受けられるよう、教育、福祉、

医療、雇用等の各分野の有機的な連携の下、切れ目のない支援を行います。 

展開する施策は、障害者基本法第２条の障がい者の定義を踏まえ、障がい者が

日常生活又は社会生活で直面する困難に着目して講じられるとともに、障がい者

が直面するそのときどきの困難の解消だけに着目するのではなく、障がい者の自

立と社会参加の支援という観点に立って行われる必要があることに留意します。 
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５ 障がい特性等に配慮したきめ細かい支援 

障がい者一人一人の尊厳を重視する障害者権利条約の理念を踏まえ、特性、状

態、生活の実態等に応じた個別的な支援の必要性に配慮し、障がい者施策を策定・

実施します。その際、外見からは分かりにくい障がいがもつ特有の事情や、障が

いの程度を適切に把握することが難しい点に留意します。 

また、発達障がい、難病、高次脳機能障がい、盲ろう・重症心身障がい、その

他の重複障がい等について、理解の促進に向けた広報・啓発活動を行うとともに、

施策の充実を図る必要があります。 

 

 

６ 共生社会実現のための住民、事業者、行政等の連携、協働 

障がいの有無にかかわらず、誰もが社会の一員として、それぞれが持てる力を

最大限に発揮し、地域で自分らしく生活できる共生社会の実現を目指します。そ

のため様々な分野において住民、事業者、行政等が連携・協働し、住みよい環境

づくりを進め、障がい者が自らの生活のあり方を主体的に選択・決定できる仕組

みづくりを進めます。 

 

 

７ 切れ目のない支援の仕組みづくり 

障がい者の家族や支援者は、自分亡き後の生活を心配しています。そのため、

一人一人の年齢や障がいの状況に応じて、本人やその家族・支援者に寄り添い、

ニーズにあった継続的支援ができる体制の整備に努めます。 

 

 

８ 障がいのある女性、子ども及び高齢者の複合的困難に配慮したきめ

細かい支援 
 
障害者権利条約第６条、第７条等の趣旨を踏まえ、障がいのある女性をはじめ、

複合的に困難な状況に置かれた障がい者に配慮し、障がい者施策を策定・実施す

る必要があります。 

また、障がいのある女性は、障がいに加えて女性であることにより、さらに複

合的に困難な状況に置かれている場合がある点も念頭に置いて障がい者施策を策

定し、実施することが重要です。 

さらに、障がいのある子どもは、成人の障がい者とは異なる支援を行う必要性

があることに留意し、障がいのある高齢者に係る施策については、障害者権利条

約の理念も踏まえつつ、高齢者施策との整合性に留意して実施していく必要があ

ります。 
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第２節 基本理念 

【基本理念】 

 

 

 

 

 

障害者権利条約は、障がい者の人権及び基本的自由の享有を確保し、障がい者の

固有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障がい者の権利の実現のための措

置等について定めています。 

障害者権利条約の理念に即して改正された障害者基本法第１条に規定される、全

ての国民が障がいの有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのな

い個人として尊重されるという理念にのっとり、障がい者施策は障がいの有無に

よって分け隔てられることなく、相互に人格と人権を尊重し合いながら共生する社

会の実現を目指していく必要があります。 

 

立科町では、これら障害者権利条約の理念やノーマライゼーション（※１）の理

念に基づき、障がいの有無にかかわらず、全ての町民が相互に人格と個性を尊重し、

支え合う共生社会の実現を目指しています。 

全ての町民が住み慣れた地域で生活することができ、また、障がいのある人が、

障がいのない人と同様に社会、文化等の幅広い分野にわたって平等に参加し活動で

きるよう、前計画の基本理念を継承し、「第８次立科町障がい者福祉計画 第６期立

科町障がい福祉計画 第２期障がい児福祉計画」の基本理念を「だれにもやさしい

福祉のまちづくり」とします。 

これらの理念を踏まえ、ライフステージを通じた途切れのない支援と自分らしい

暮らしの実現、地域住民へ障がいのある人や障がいへの理解を進めながら、だれに

もやさしい心豊かな地域づくりを目指します。 

また、本計画は、「誰もが等しく基本的人権を享有し、かけがえのない個人として

尊重される」という障害者基本法の理念にのっとり、上記第１節の８つの基本的考

え方に沿って、障がい者の自立及び社会参加の支援を総合的かつ計画的に進めます。 

 

（※１）ノーマライゼーションとは: 障がいの有無にかかわらず、誰もが社会の一員としてあら

ゆる活動に参加できることが普通であるという考え方。 

だれにもやさしい福祉のまちづくり 



 

59 

 

 

第６章 サービス供給の体制 

第１節 情報提供・広報啓発、相談事業 

１ 情報提供・広報啓発 

現在、広報誌及びホームページ等において障がい者に関する情報提供を行って

おり、その時々の福祉サービスのお知らせを掲載しています。 

また、障害者手帳交付時及び転入者に対しては、｢障がい者福祉のしおり｣を配

布し、制度・申請手続き等について説明や情報提供を行っていますが、制度改正

に伴い、定期的にしおりの見直しを図り、情報提供等の支援を行います。 

福祉サービス内容に関する情報は、年齢や障害支援区分程度に配慮した提供を

行っています。 

 

２ 相談事業 

障がいの内容や程度は人によって様々であり、また、対象者は年代的にも幅広

いため、相談・指導の内容が多岐にわたり、専門的知識が要求されます。相談内

容も広範囲にわたっています。 

立科町では、役場が窓口の中心となり、相談内容に応じて佐久圏域で設置して

いる佐久障害者相談支援センターや保健福祉事務所、その他関係機関と連携を図

りながら、相談・支援を行っています。佐久広域連合障害者相談支援センターが

中心となり、地域生活拠点整備に取り組み、平成 30 年より佐久圏域で実施をして

います。今後は精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムや、児童発達支援

センターの整備に取り組んでいきます。 

具体的な相談窓口と内容は、以下のとおりです。 

窓口 内容 

立科町役場 

町民課 

・町在住の障がい者の相談窓口。 

・障がい福祉サービスの利用についての相談。 

佐久広域連合障害者

相談支援センター 

（佐久市） 

・障がいのある方が地域で安心して生活できるよう、専門職員が面接・

電話・訪問等により、保健・福祉サービス利用の援助等、生活全般に

関する相談支援を行います。  

・平成 30年度に基幹センター化し、より総合的・専門的な相談支援を

実施しています。 

・令和 3年度に医療的ケア児コーディネーターを２名増員し、支援体制

の構築を図ります。 

・令和 5年度までに児童発達支援センターの設置を目指します。 
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窓口 内容 

立科町障がい者相談

支援センター 

障がい者やその家族が、気軽に相談等できるように、障がい者相談支援

センターを開設しています。 

地域活動支援センター・障がい者相談支援センターを社協に委託し、ふ

れ愛園にて実施しています。 

住民への周知を図り、必要な障がい者に紹介し利用の促進を図ります。 

佐久保健福祉事務所

（佐久合同庁舎内） 

・障がい者などの生活の相談、各種の福祉制度の総合窓口になります。  

・障がい者に対する療育相談や指導をはじめ、健康増進、精神保健等の

相談指導を行うなど、保健・医療に関する相談窓口になります。 

 

佐久児童相談所 

（佐久市） 

児童相談所 

・18歳未満の児童の発育と障がい等あらゆる問題について、相談・指

導を行います。また、児童虐待に関する通告通報を 365 日 24 時間、

電話にて受け付けています。 

知的障がい者を対象として 

・知的障がい者に関する問題について、家庭その他からの相談に応じ、

医学的・心理学的、職能的判定を行い、必要な指導を行います。 

長野県立総合リハビ

リテーションセン

ター（長野市） 

身体障がい者を対象として 

・身体障がい者の医学的・心理学的、職能的判定を行うとともに、専門

的な相談や指導等を行います。 

また、遠隔地の身体障がい者に対しても県内を巡回して相談・判定・

指導を行います。 

・リハビリテーションセンターの研修等に参加し、職員の知識の向上を

図り、引き続き連携を図ります。 

長野県精神保健福祉

センター (長野市) 

精神障がい者を対象として 

・保健所や市町村など関係機関の職員に対する技術指導・援助を行いま

す。 

また、発達障害者支援センター・自殺予防情報センター・ひきこもり

支援センター等が併設されています。 

・地域での講習会及び職員の知識向上を図り、引き続き連携を図ります。 

盲・ろう・養護学校、

教育事務所 

・早期教育、就学前指導、適正就学、進路指導、諸検査等、障がい児の

教育の全般的なことについて、相談に応じています。 

 

町民課・日本年金機構

（小諸年金事務所） 

・障害基礎年金に関する相談と請求書・届書の受付を行います。 

・障害厚生年金に関する相談と支給・届書の受付を行います。 

 

民生児童委員 

社会奉仕の精神をもち、基本的人権を尊重し、政治的中立の立場におい

て、民生委員法・児童福祉法に規定される職務を遂行しています。 

地域における障がい者の支援者として連携を図ります。 
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第２節 保健・医療・福祉サービス 

No 事業名 内容 

1 
子育て相談・巡回 

相談 

発達について保健師が随時相談に応じるほか、言語聴覚士による子育て

相談、小グループでの親子にこにこ教室を開催しています。 

保育園に対しては、巡回相談を実施し、心理職等の専門職が相談助言を

行います。 

2 
難病患者等通院

費補助 

国の特定疾病治療研究事業並びに小児慢性特定疾患治療研究事業実施

要綱の対象疾患及びじん臓機能障がい（血液透析）・精神疾患（精神保

健法 32 条）・進行性筋萎縮症・ウイルス肝炎の患者に対し、福祉の増進・

経済的負担の軽減を図るため、通院費の補助を行います。 

平成 29 年度 （申請件数 93件  補助金 1,047,570 円） 

平成 30 年度 （申請件数 91件  補助金  933,230 円） 

令和元年度  （申請件数 87件  補助金  795,960 円） 

3 
医療費の補助（福

祉医療費制度） 

県の制度以外に町単独事業として、妊産婦、精神障がい者の通院・入院

に係わる医療費の給付を行い、経済的な負担を軽減しています。 

平成 30 年８月診療分より、長野県は福祉医療のうち、乳幼児及び児童

を対象として、中学生までの窓口負担の無料化（１レセプト 500 円の手

数料のみ）を実施しています。立科町では、高校まで独自の医療費軽減

対応を行っています。 

4 

自立支援医療（精

神通院医療・更生

医療・育成医療） 

指定の医療機関で医療を受けた場合、医療費の自己負担が原則 1割とな

ります。 

5 

居宅生活におけ

る支援（障がい福

祉サービス：訪問

系サービス） 

サービス提供事業者により、下記のサービスを実施しています。 

 サービス名 内容  

 居宅介護 自宅で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。  

 
重度訪問介

護 

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、

自宅で入浴・排せつ・食事の介護・外出時における

移動支援などを行います。 

 

 同行援護 

視覚障がいにより移動に著しい困難を有する人の外

出時に同行し、移動を援護するとともに、必要な情

報提供を行います。 

 

 行動援護 

自己判断能力が制限されている人が行動するとき

に、危険を回避するために必要な支援、外出支援を

行います。 

 

 
重度障害者

等包括支援 

介護の必要性が高い人に、居宅介護等複数のサービ

スを包括的に行います。 
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No 事業名 内容 

6 
移動支援事業（地

域生活支援事業） 

屋外での移動が困難な障がい者（児）について、外出のための支援を行

うことにより、地域における自立生活及び社会参加を促すことを目的と

しています。 

サービス提供事業者により実施しています。 

7 

日中一時支援事

業（地域生活支援

事業） 

障がい者（児）の日中における活動の場を確保し、障がい者等の家族の

就労支援及び障がい者を日常的に介護している家族の一時的な休息を

目的としています。 

サービス提供事業者により実施しています。 

8 

訪問入浴サービ

ス（地域生活支援

事業） 

家庭での入浴が困難な在宅重度心身障がい者に対し、移動入浴車を派遣

し、入浴の機会を提供します。 

サービス提供事業者により実施しています。 

9 

タイムケア事業

（地域福祉総合

助成金事業） 

在宅の障がい者（児）の介護者が、一時的に家庭において介護できない

ときに、登録介護者が介護します。 

サービス提供事業者により実施しています。 

10 

補装具の交付（修

理・借受け）・日

常生活用具の給

付 

日常生活や社会生活の向上を図るため、その失われた身体機能や損傷の

ある身体機能を補うことを目的とした、補装具の交付・修理・借受けを

行います。 

また、日常生活の便宜を図る用具の給付もあわせて行っています。 

 

【補装具の交付（修理）・日常生活用具の給付（令和元年度３月３１日現在）】 

 補装具 
交    付 修    理 

件数 金  額 (円) 件数  金 額 (円) 

装具 3 224,784 0 0 

補聴器 8 525,023 2 37,723 

歩行器 1 95,973 0 0 

車いす 2 620,798 3 27,982 

矯正眼鏡 1 18,656 0 0 

計 15 1,485,234 5 65,705 

 日常生活用具 
給    付 

 
件数 金  額 (円) 

  
自立生活支援用具 2 39,538 

  
排泄管理支援用具 139 1,161,942 

  
在宅療養支援用具 2 194,400   

情報・意志疎通支援用具 1 85,000 
  

計 144 1,480,880 
  

資料：町調べ 
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No 事業名 内容 

11 

重度障害者等家庭

介護者慰労金支給

事業 

重度障がい者を常時介護している方へより良い介護と、その家庭の福

祉向上を目的として慰労金を支給します。 

慰労金 90,000 円 

平成 29 年度 （３名） 270,000 円 

平成 30 年度 （５名） 450,000 円 

令和元年度  （５名） 450,000 円 

在宅での重度障害者の支援のため事業を継続します。 

 

【重度障害者等家庭介護者慰労金支給事業（各年度３月31日現在）】 

（単位：人） 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

65 歳未満重度障がい者 3 3 5 5 
資料：町調べ 

 

No 事業名 内容 

12 

社会福祉協議会に

おける障がい関係

在宅福祉サービス

事業 

社会福祉協議会では、日常生活の支援を行っています。 

・移送サービス事業（車の貸し出しのみ） 

・生活福祉資金貸し付け事業 

・車いす短期貸し出し事業 

・町の茶の間「ただいま」 

13 
生活環境整備の 

支援 

重度障がい者が、日常生活をできるだけ自力で行えるよう、さらに、

介護者の負担軽減を図るため、自宅改修等住宅環境の整備を支援しま

す。平成 29 年度～令和元年度まで利用者はありませんでしたが、事

業は継続して実施します。 

14 福祉施設サービス 

障がい者が医学的な治療や生活訓練を必要としたり、就労することを

希望する場合、関係機関と連絡・調整を図り、施設利用等を支援しま

す。 

15 
社会参加支援 

サービス 

・社会参加の促進を図るため、身体障がい者用自動車改造助成事業を

実施しています。 

・盲導犬給付者に対して、飼育費の助成を行い、視覚障がい者等の支

援を行います。 
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第３節 療育・教育サービス 

No 事業名 内容 

1 障がい児保育 
発達の遅れや心身に障がいのある幼児の保育を促進するため、保育園

をはじめ、関係機関及び実施機関との連携を密接に行っています。 

2 
子育て相談員の配

置 

保育園に子育て相談員を配置し、保護者からの相談に対応していま

す。保護者との連携を図っています。 

3 中間教室の設置 
不登校児童・生徒を対象に、学校復帰に向けての集団適応指導や学習

指導等を行うため、中学校に中間教室を設置しています。 

4 教育支援委員会 
心身に障がいがある児童・生徒の適切な就学指導を図るため、立科町

教育支援委員会を設置しています。 

5 特別支援教育 
児童・生徒一人一人の障がいや発達の状況に応じた、多様で適切な教

育の場を提供しており、利用者が増加しています。 

6 
障害児通所支援（児

童福祉法） 

未就学の障がい児が通所し、日常生活における基本的動作や知識機能

を習得するとともに、集団生活に適応できるよう指導、訓練、治療を

行います。 

佐久圏域では、児童発達支援センターがなく、民間等の事業所に通う

必要があるため、発達支援センターの設置に向けて、圏域市町村で連

携し計画します。 

7 
放課後等デイサー

ビス（児童福祉法） 

就学している障がい児が、放課後や夏休み等の学校の休業日に通所

し、生活能力の向上のために必要な訓練を行うとともに、社会との交

流ができるよう指導、訓練を行います。 

町内では 2事業者が実施しています。近隣市の事業者の利用もあり、

一定のニーズがあります。今後は利用者の増加も見込まれるため、事

業者と情報提供等連携を図ります。 

8 
障害児入所支援（児

童福祉法） 

18 歳未満の障がい児が入所し、独立自活に必要な知識や技能などに

ついて指導、訓練を行います。 

現在、利用者はありませんが、住み慣れた地域での生活ができるよう、

施設サービスと並行して、地域移行支援事業の拡充を図ります。 
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第４節 雇用対策、職業訓練 

障がい者の多くは、将来の生活について、自分自身で通勤し、働きながら自立し

た地域生活ができることを望んでいます。 

しかし、現状は社会参加や就労の機会が得られにくく、生きがいのある生活を営

むことが困難な状況も見受けられます。 

障害者就業・生活支援センターを中心に関係機関が連携して、就労に向けた相談、

訓練から就労後の定着支援、生活相談までを一体的に支援しています。就労支援事

業所の支援力の向上、就労者の増加に伴う定着支援の強化等や、地域での就職先の

確保が課題となっています。 

 

 

No 機関名 内容 

1 

佐久圏域 障がい

者就業・生活支援セ

ンター（ほーぷ） 

佐久圏域に就労支援ワーカーを配置し、障がい者の就職や職場定着

支援を行います。 

事業内容の周知、就労希望者の相談指導を行います。 

2 

佐久公共職業安定

所（ハローワーク佐

久） 

・職業紹介・職業指導等の業務を行う国の機関です。 

・障がい者の職業相談・職業紹介を専門に行う担当者が配属されて

います。 

3 公共職業訓練 

障がい者の雇用を促進するため、適性や地域の雇用ニーズに対応し

た職業訓練を実施しています。 

就労希望者への周知及び利用促進を図ります。 

4 
長野県障害者職業

センター 

障がい者に対して、公共職業安定所（ハローワーク）や地域の支援

機関と連携しながら、職業相談や職業評価、必要な方に対しては職

業準備支援事業やジョブコーチ支援事業を活用した支援を行いま

す。また、障がい者を雇用中あるいは雇用しようとしている事業主

に対しても、雇い入れや雇用管理に係る助言・援助を行います。 

就労希望者への周知及び利用促進を図ります。 

 

 

第５節 スポーツ・レクリエーション・文化 

障がい者スポーツ大会への参加等を行っていますが、対象者が限られている傾向

があり、広がりが求められている現状です。 

下記の事業により、潤いある生活を目指した交流の場が提供されており、社会福

祉協議会を中心として、各種行事への参加を図っています。 

 

No 事業（大会）名 内容 

1 

佐久地区障がい者

スポーツ大会（佐久

保健福祉事務所） 

障がい者の体力の維持増強と、地域住民の理解を深めるため、身近

で参加できる大会を開催します。佐久圏域で例年内容を検討し、障

がい者の大きなイベントとなっています。 
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No 事業（大会）名 内容 

2 

長野県障がい者ス

ポーツ大会（長野

県） 

障がいのある選手が競技等を通じスポーツの楽しさを体験するとと

もに、県民の障がい者に対する理解を深め、障がい者の社会参加の

促進を図ります。 

長野県全体で希望者が参加します。 

3 
長野県障がい者文

化芸術祭（長野県） 

様々な文化芸術活動の成果を発表し、障がいのある人もない人もと

もに出会いとふれあいの輪を広げることにより、障がい者の社会参

加促進を図ります。 

4 
希望の旅事業（立科

町社会福祉協議会） 

障がい者とその介護者等に交流の場と、社会参加の機会を提供する

事業として、日帰り旅行を実施しています。 

5 
サンスポート佐久

「スポーツクラブ」 

サンスポート佐久と共催で、障がい者が運動できる場として体育館

を開放しています。障がい者スポーツの体験もでき、理解の促進に

も取り組んでいます。 

 

 

 

第６節 防犯・防災対策 

地域において、民生児童委員等による見守り・声かけが行われ、障がい者等の安

全が図られています。 

立科町地域防災計画を策定し、災害時の体制強化を図っています。さらに、災害

時における情報の入手や自力での避難が困難な要配慮者を対象に、平成 23 年度末よ

り避難行動要支援者台帳を作成し、障がい者等が安心して暮らせる環境整備を進め

ています。年１回の名簿の見直しを民生児童委員が、要支援者宅を訪問し内容の確

認を行い台帳の更新作業を行っています。台帳は各地区の区長・部落長・民生児童

委員に配布され災害時の台帳として活用しています。さらに、年１回の防災訓練の

際には各地区にて、名簿の避難者の確認作業を行っています。 

 

 

 

第７節 サービスを支える人の状況 

１ ボランティア団体等の状況 

障がい者が地域で生活していく上で、様々な福祉サービスとともに、ボランティ

アの果たす役割がますます重要になってきています。 

立科町社会福祉協議会にて、町民活動センターを運営し、障がい者の日常生活

を支援するとともに、ボランティア活動を希望する人の支援活動を行っています

が、ボランティア団体が減少傾向にあるため、現在の活動の支援のほか、新たな

ボランティアの発掘が重要となっています。 
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【ボランティア登録団体・登録人員の推移（各年度10月現在）】 

（単位：人） 

  
グループ登録 個人登録 登録人数計 

（団体） （人） （人） （人） 

平成 28 年度 44  500 77  577 

平成 29 年度 31 420 53 473 

平成 30 年度 32 460 32 492 

平成元年度 31 396 48 444 
資料：町調べ 

No 事業名 内容 

1 

障がいのある方へ

のボランティア活

動 

・新春あったかふれあいの集い（交流会） 

・朗読ボランティア（広報のテープ朗読など） 

・手話通訳・要訳筆記 

・福祉施設訪問（たてしなホーム・ハートフルケアたてしな・たてし

なふれ愛園等） 

・ふれ愛・ささえ愛ネットワーク（見守り活動など） 

・ころころりんの集い（交流会） 

活動する団体でも、参加者が減少しているため、支援策を検討して

いく必要があります。 

2 
障がいのある方の

ボランティア活動 

・福祉体験教室講師や各種交流会に参加するなど活動を行っており、

今後も活動を支援していきます。 

 

２ 医療機関等の状況 

町内の障がい者福祉に関する医療機関等の状況は、次のとおりです。 

 

（１）身体障害者福祉法第 15 条指定医師※に規定する指定医の状況（町内） 

種類 

人 
肢体不自由 

心臓機能 

障がい 

呼吸器機能 

障がい 

小腸機能 

障がい 

ぼうこう機能 

障がい 

１名 〇 〇 〇 〇 〇 

※ 身体障害者福祉法第 15 条指定医師： 

 身体障害者手帳を申請する場合は、身体障害者福祉法第 15 条により、都道府県知事の指定する医師

の診断書が必要です。 

 この指定は障がいの分野ごとに定められており、指定を受けていない医師が書いた診断書、又は指

定医師が書いてはいるが、その医師が指定を受けている分野以外の分野について書かれた診断書につ

いては、全て無効となります。 

 

（２）精神保健福祉法第 18 条に規定する精神保健指定医は町内にはありません。 

（３）障害者総合支援法第 59 条第１項に規定する自立支援医療指定医は町内にはあ

りません。 
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【 各 論 】 
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第１章 障がい者計画の分野別施策 

第１節 生活支援 

１ 現状と課題 

（１）障がいの重度化・重複化、さらに、高齢化に伴い居住の支援や介護保険施設に

移行を希望するケースが出てきており、障がいをもつ高齢者の受入をどのように

していくかが課題となっています。また、サービス提供体制のあり方が課題と

なっています。 

（２）地域移行の推進に向けて、地域での居場所づくりを行うとともに、グループホー

ム等の受け皿の必要性も検討しています。さらに、相談支援の体制や日中活動の

場の整備を進めるとともに、地域全体が、障がい者を理解し、受け入れていくこ

とが必要です。また、特別支援学校卒業後や地域生活への移行後には、本人の希

望にあった日中活動の場を確保することが必要となります。 

（３）障がい者が安心して福祉サービスを利用できるよう、処遇改善加算等への取組

を行っています。スキルアップの継続と、サービスの質の向上に向けた取組を推

進していく必要があります。 

（４）アンケート調査の「住まい」では、「自宅・アパート」が 86％、「介護保険な

どの高齢者のための施設」が 2％となっており、「グループホーム」と答えた方

は 1％でした。 

 

 

２ 今後の方向性 

（１）障がい者個人のニーズ及び実態に応じて在宅サービスの実施を検討します。ま

た、発達支援等の幼児や、放課後等デイサービスなど、利用者の増加が見込まれ

る事業について希望に沿った支援を検討していきます。 

（２）日中活動の基盤整備のため、平成 28 年度から地域活動支援センターを設置し

ました。地域の様々な資源を活用したサービスを提供することにより、住み慣れ

た地域で、自分らしい生活ができるように支援します。 

（３）障がい者へ情報提供の充実として、障害手帳交付時の説明や広報等による周知

を図り、各事業所との連携、情報交換、事業者とのネットワークづくりに取り組

み、福祉サービスの質の向上を図ります。 
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３ 主な取組 

（１）在宅サービスの充実 

障がい者の自立支援と介護者の負担軽減のために、在宅サービスを実施してい

ます。また、事業者との連携を図り、サービスの質の向上を図りながら継続して

実施していきます。 

主な事業展開 障害者総合支援法に基づく訪問系サービスの充実、短期入所施設等の空き情

報の確認、日中一時支援事業、タイムケア事業、訪問入浴サービス 

 

 

（２）地域移行の促進 

地域移行のニーズ把握に努め、地域移行に向けた圏域での対応を検討していき

ます。 

主な事業展開 相談支援体制の充実、グループホームの体験利用、地域住民への啓発活動 

 

 

（３）日中活動の充実 

平成28年度から、社会福祉協議会において町の共同作業所について、生活介護

事業所の指定を受け、あわせて地域活動支援センターを実施することで、日中の

活動の場の整備を図りました。今後は、地域活動支援センターの周知を図り、気

軽に立ち寄れる、日中の活動の場として取り組みます。 

主な事業展開 日中活動の場の広報等 

 

 

（４）サービスの質の向上 

福祉サービスの質の向上を図るため、事業所との連携、情報交換、障がい者や

介護者への情報提供等を行います。そのため、毎年、立科町身体障害者福祉協会

の総会への参加、小諸養護学校保護者会との意見交換を実施し、更に令和２年度

から事業者連絡会議を定期開催しており、サービスの質の向上に取り組みます。 

主な事業展開 情報提供の充実、事業者連絡会等の開催 
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第２節 保健・医療 

１ 現状と課題 

発達等の相談から日常生活全般にわたる相談まで、必要なときに早期に受けら

れるようにする必要があります。また医療費等の助成事業は今後も該当者への周

知・広報に努めます。 

 

２ 今後の方向性 

相談等が早期に受けられるよう巡回相談や教室等での支援を継続して行います。

また、医療費等の助成事業等の周知に努めます。 

 

３ 主な取組 

（１）相談事業の充実 

保健・医療・福祉部門で連携し、発達等の相談や心の健康、日常生活全般につ

いて、早期の相談が受けられるよう努めます。 

主な事業展開 発達や精神などの専門的相談事業の実施、巡回による相談助言の実施 

 

（２）医療費等の助成事業の広報 

障がい者が安心して医療・福祉を受けられ、また、障がいの重度化を防止し健

康増進を図るため、助成事業の広報等に努めます。 

主な事業展開 療育事業、福祉医療、自立支援医療 
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第３節 生活環境 

１ 現状と課題 

（１）障がい者が安心して地域で自立した生活を送るには、住まいの場であるグルー

プホームの整備が必要となります。現在、立科町には、１事業所が７つのグルー

プホームを運営しており、障がい者の居住の場として大きな役割を果たしており

ます。今後もグループホームの希望状況を考慮しながら、グループホームの必要

性について検討していきます。 

（２）障がい者が暮らしやすい生活環境づくりに向けた住宅改良費等の助成について、

平成 29 年度から令和元年度の事業はありませんでしたが、今後も多くの人が利

用できるようにしていく必要があります。 

（３）障がい者が地域で自立した生活を送るには、移動手段を整備する必要がありま

す。また、タクシー料金の補助等、他の施策については公共交通活性化協議会に

て検討しております。 

 

２ 今後の方向性 

（１）障がいの重度化、高齢化にも対応できるよう、圏域全体でグループホーム等の

必要性を検討します。 

（２）ニーズに応じた多様な住まいの選択ができるよう、情報提供を行います。 

（３）移動手段の確保として、福祉有償運送等の支援に取り組みます。 

３ 主な取組 

（１）居住支援の充実 

高齢者や障がい者等の状況に応じた居住支援や住まい探しのサポート、さらに、

住宅改良についても検討し、誰もが住み慣れた地域で、その人らしい暮らしが続

けられるよう、支援を行います。 

主な事業展開 住宅改良費助成、新たな住まい方の検討 

 

 

（２）移動のための支援の充実 

公共交通機関を利用することが困難な車いす等利用者の外出支援が円滑に行

われるよう、町の地域交通活性化協議会と連携・調整を図り、必要に応じて福祉

有償運送運営協議会の立ち上げ、サービスの実施に取り組みます。 

主な事業展開 公共交通の利用支援、福祉有償運送の関係機関との連携 
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第４節 雇用・就労、経済的自立の支援 

１ 現状と課題 

（１）障がい者就業・生活支援センターを中心とした関係機関が連携して、就労に向

けた相談、訓練から就労後の定着支援、生活相談までを一体的に支援しています

が、佐久圏域では就労支援事業所が不足しているため、事業者の資質向上のほか、

事業所の運営の継続・職員の確保等が課題となっています。 

（２）立科町障害者優先調達推進方針の策定等により、工賃向上や販売促進等働く障

がい者の自立に向けた取組として、共同作業所（たてしなふれ愛園）において、

障害者優先調達推進方針により、定期的に物品の購入を行っています。また、ト

イレットペーパーの購入、農業生産物（野菜）の学校給食への納入、清掃業務の

委託を行っています。購入品目の増加を図り、障がい者就労施設等でのより一層

の生産力、販売力の向上を図ります。 

（３）障がい者が地域で自立した生活を営むため、雇用・就業の促進とあわせて、障

害者基礎年金等公的年金を中心とした制度による経済的自立を進めていけるよ

う、周知を図っています。 

（４）アンケート調査では、「会社などに勤めている（正社員・パート・アルバイト）」

方は 40％、「通所施設や作業所などに通っている」方は 25％となっています。 

２ 今後の方向性 

（１）就労支援施設等から、一般就労への移行を推進していくため、就労継続事業所

利用者が一般就労に移行していけるように、事業者と連携を図ります。 

（２）関係機関と連携し、就労相談から職場定着支援、生活相談まで一貫した支援を

拡充し、就労継続事業所利用者が一般就労に移行していけるように、事業者に協

力を依頼します。 

（３）多様な障がい特性にあわせた就労支援に取り組むため、就労継続事業所利用者

が一般就労に移行していけるように、事業者に協力を依頼していきます。 

（４）障がい児の地域における職場体験（ぷれジョブ）等、障がい児が参加できる活

動について、養護学校保護者会等に情報提供を行います。 
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３ 主な取組 

（１）就労支援の充実 

就業希望者には情報の提供を行い、専門機関として佐久圏域障害者就業・生活

支援センターにて取り組み実施しています。町内では就労移行事業所はなく、佐

久圏域での取組となっています。就労移行事業所が不足しているため、養護学校

生徒への就労アセスメント不足が佐久圏域では課題となっています。多様な障が

い特性に対応するため、障害者就業・生活支援センターの積極的な活用、専門機

関とのネットワークの充実を図ります。また、ハローワークや医療機関とも連携

を図ります。 

主な事業展開 障がい者就業・生活支援センターや専門機関とのネットワークの強化、就労

移行支援事業所の整備、ぷれジョブへの取組支援 

ハローワークとの連携、医療機関との連携 

 

 

（２）雇用の促進 

町内企業との連携を図り、就労状況の把握、雇用促進の働きかけを行い、障が

い者の就労の場の確保に努めます。 

主な事業展開 町内企業との雇用促進の連携 

 

（３）工賃の向上 

立科町障害者優先調達推進方針を庁内に広く周知し、障がい者就労支援施設等

への物品、役務の調達を拡大します。役場では、共同作業所（たてしなふれ愛園

等）より物品の購入を実施しており、継続して、物品の購入を推進するとともに、

拡充を図ります。 

主な事業展開 立科町障害者優先調達推進方針に基づく物品・役務の調達 

 

 

（４）経済的自立の支援 

障がい者が地域で自立した生活を営むためには、雇用・就業の促進に関する施

策とともに、障害基礎年金や特別障害者手当等の制度の運用が重要です。対象者

への申請案内や相談に取り組みます。また、年金の周知を引き続き実施します。 

主な事業展開 特別障害者手当の支給、障害年金制度の周知 
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第５節 教育・文化芸術活動・スポーツ等 

１ 現状と課題 

（１）現在、放課後等デイサービスの事業所が町内２か所、近隣市に２か所あり、定

期的に児童が利用しています。利用者のニーズを見ながら、サービスの確保を図

ります。 

（２）支援情報がライフステージで途切れることなく引き継がれるよう、関係機関の

ネットワークづくりに取り組み、スムーズな支援につなげる必要があります。 

（３）障害者芸術・文化祭の開催や、佐久圏域障がい者スポーツ大会、県のスポーツ

大会への参加等を通じて、文化芸術活動やスポーツの普及が図られています。参

加・活動の機会の拡充やサポートスタッフなどの人材育成が課題となっています。 

 

（４）アンケート調査では、保育園・幼稚園や学校等に通っている児童・生徒等はあ

わせて約１％となっています。 

 

２ 今後の方向性 

（１）子どもの障がいを早期に発見し、必要な訓練や支援が受けられるようサービス

の確保が必要であり、保育園での相談支援により早期の受診につなげています。

また、障がい児の教育支援が行える場所の拡充を佐久圏域で検討していきます。 

（２）配慮が必要な子どもの支援が途切れないように、関係機関との連携体制を構築

しました。更にスムーズに支援できるよう、連携・運用に取り組みます。 

（３）障がいの有無に関わらず、ともに楽しむことができる文化芸術活動、スポーツ

の推進に取り組みます。また、障がい者が定期的にスポーツに参加できる機会を

確保します。 

３ 主な取組 

（１）配慮が必要な子どもの療育・日中活動の場の確保 

配慮が必要な子どもの社会的な自立や発達を促す障害児通所支援である、放課

後等デイサービスは町内２か所あります。しかし児童発達支援事業者は町内にな

く、近隣市の事業所を利用しています。児童発達支援事業者が少ないため、佐久

圏域で事業所の確保及び拡充を検討します。 

主な事業展開 児童発達支援・放課後等デイサービス 
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（２）途切れのない支援 

配慮が必要な子どもの支援が途切れないように、各関係機関の連携体制の整備

を行いました。今後もスムーズな支援に取り組みます。 

主な事業展開 就学相談の充実、教育相談員の配置、特別支援教育コーディネーター連絡会

等関係者の連携体制の充実 

 

 

（３）文化芸術活動・スポーツ等 

スポーツやレクリエーションの各種行事の運営等について、障がいのある人も

参加しやすくなるよう配慮するとともに、広報等を通じて周知します。また、障

がい者がスポーツに参加できる機会を提供するため、定期的に体育館を開放して

おり、継続して事業を実施します。 

主な事業展開 佐久障がい者スポーツ大会、長野県障がい者スポーツ大会、町内でのスポー

ツの場の確保 
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第６節 つながり 

１ 現状と課題 

（１）意思疎通支援事業では、意思表示を支援する意思疎通機器の提供などを通じ、

申請や情報取得の際の支援に努めてきました。 

（２）行政情報の発信にあたっては、広報、有線放送、音声告知放送、ホームページ

等複数の手段により発信しています。引き続き情報提供の充実を図っていく必要

があります。 

（３）アンケート調査では、「福祉サービスの情報の取得方法」について、「町の担

当（保健福祉係）窓口」が 30％、「町の広報」が 16％、「福祉の事業所」が 10％

となっています。 

 

２ 今後の方向性 

（１）対象者に向けての広報・周知に努め、意思疎通支援の充実を推進します。 

（２）行政情報の発信にあたっては、引き続き情報提供の充実を図っていきます。 

 

３ 主な取組 

（１）意思疎通支援の充実 

意思疎通支援事業による支援を行い、手話等の手段の啓発、支援する人の育成

を圏域で行います。また、手話通訳者の派遣事業を実施するとともに、手話講習

会・要約筆記の教室の開催等を圏域で検討していきます。 

主な事業展開 手話通訳者・要約筆記者の派遣、手話講習会の実施、意思疎通支援用具の提

供 

 

 

（２）行政情報の発信 

行政情報の提供にあたり、さらなる提供手段の充実に努めます。 

主な事業展開 広報、有線放送、音声告知放送、ホームページ、配信アプリ等 
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第７節 行政サービス等における配慮 

１ 現状と課題 

（１）必要な人が適正な配慮を受けることができるよう、町職員を対象とした、研修

等を行っていく必要があります。 

（２）障がいの有無に関わらず、ともに生きる地域社会を目指すために、障がい者の

要望等を反映していく機会が必要です。今後は、参加しやすい環境を整えていく

ことが必要です。また、共生社会を目指し、地域でともに生きていくための仕組

みづくりや、精神障がいのある人に対応した地域包括ケアシステムの構築に取り

組む必要があります。 

 

２ 今後の方向性 

（１）町職員等の理解を促進する機会の拡大として、障がいについての研修等の実施

を検討します。 

（２）障がいの有無に関わらず、誰もが町で行う事業に参画できるよう努めます。 

 

３ 主な取組 

（１）町職員等に対する研修 

研修制度を充実させ、障がいに対する理解を促進します。 

主な事業展開 町職員に対する障がいについての研修会の実施 

 

（２）町の実施する各種事業への参加 

障がい者が町の行う事業に参加しやすい環境の確保に努めます。 

主な事業展開 障がい者が町で行う事業に参加しやすい環境の配慮 
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第８節 安全・安心 

１ 現状と課題 

（１）障がい者が地域で安心して暮らし続けることができ、身近な日常生活の場でそ

の人にあった支援が包括的・継続的に切れ目なく受けられるように、相談体制の

充実を図る必要があります。 

（２）障がい者やその家族が安心して自立した地域生活を送れるよう、家族支援を充

実させるとともに、佐久圏域での自立支援協議会を開催し、圏域での支援ネット

ワークを形成しています。ネットワークを通じて、地域内の課題等を抽出・整理

していくとともに、町内関係事業者間のネットワークからサービスの質の向上に

つなげる必要があります。 

（３）福祉ニーズの多様化に伴い、専門人材へのニーズが高まっており、人材の確保・

育成を図る必要がありますが、人材確保が困難となってきているため、支援策等

の検討が必要となっています。 

（４）大震災等の数々の教訓を踏まえ、避難行動要支援者に対する避難支援体制とし

て、避難行動要支援者台帳の整備を実施しています。台帳をもとに年１回の各地

区での防災訓練を実施し、地域の要支援者の支援方法や地域での防災対策の拡充

を図っています。 

（５）アンケート調査では、「災害時における一人での避難」について、「できる」

と回答した方は 33％、「できない」と回答したが 34％となっています。また、

「災害時に不安に思うこと」について、「ひとりでは避難できない」が 17％、「薬

や医療的なケアが確保できるか不安」が 16％、「避難所で他の人と一緒に過ごす

ことが難しい」が 12％となっています。 

 

２ 今後の方向性 

（１）相談支援事業者をはじめとする障がい福祉サービス事業者等のネットワークと

して、自立支援協議会により佐久圏域での連携を図っており、更に町内福祉サー

ビス事業者とのネットワーク形成も構築しました。今後は事業者との連携を図り、

サービスの質の向上に努めます。 

（２）地域で安定して保健福祉サービスを利用できるよう、県では福祉人材の確保に

向けた支援策等の検討が進められています。 

（３）障がい者が地域において、安全に安心して生活することができるよう、避難行

動要支援者台帳を整備し、支援が必要な障がい者を掲載していますが、今後は福

祉避難所の設置を検討します。 
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３ 主な取組 

（１）相談支援体制の実施 

身近な地域で専門的な相談支援を受けることのできる体制として、佐久障害者

相談支援センターに専門家の配置を行い、相談業務の拡充を図っています。今後

は、基幹センター化した相談支援センターで、更に総合的、専門的な支援を行い

ます。また、町においては、町民課窓口のほか、社会福祉協議会に委託している

地域活動支援センターの相談支援等身近な場所での支援を行います。 

主な事業展開 佐久障害者相談支援センター・障害者相談支援センターの充実 

町・地域活動支援センターでの支援 

 

（２）支援ネットワークの構築 

町が主体となり事業者ネットワークの構築を図るとともに、関係機関が集まっ

て地域における様々な事例検討を重ねる中で、地域の課題を発見し、その課題解

決に向けた検討を行います。 

主な事業展開 町内事業者との連携・情報交換 

 

（３）保健福祉人材の育成・確保 

地域福祉を推進する上では欠かせない民生児童委員や身近な地域で主体的な

活動を行うボランティアグループを支援し、連携を深めていきます。 

 

主な事業展開 保健・福祉関係者の研修会 

 

（４）家族支援の充実 

障がい者を介護する家族の方を対象にしたレスパイトのため、日中一時・タイ

ムケア事業・訪問入浴サービス事業・相談支援事業を実施し、家族支援を行いま

す。 

障がい者と暮らす家族が抱える不安や悩みを受け止め、家族の方に寄り添った

相談体制について検討します。 

主な事業展開 日中一時支援事業・タイムケア事業、訪問入浴サービス事業、相談支援事業 

 

（５）見守りの推進 

地域コミュニティを活性化させ、行政だけでは対処しきれないひとり暮らし高

齢者や障がい者等の見守り等、地域住民同士の支えあいで取り組む地域づくりを

進めます。そのため、介護保険事業では地域包括ケアシステムの構築の中で、懇

話会の開催等により地域資源の活用を検討しています。また、地域住民同士の支

え合い支援のため、地域でのボランティア活動の支援を行います。 

主な事業展開 ボランティア活動への支援 
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（６）防災対策の推進 

災害発生時や発生のおそれがある場合に、誰もが災害に関する情報が得られる

ように仕組みを整え、体制の整備を進めるため、避難行動要援護者台帳の整備を

はじめ、総合防災訓練・地域防災訓練を実施しています。また、福祉避難所の整

備に努めます。 

主な事業展開 災害時要援護者支援台帳の整備、総合防災訓練の実施 

 

（７）災害・感染症対策の推進 

    障がい福祉事業所等と連携して防災や感染症対策についての周知啓発を実施

するとともに、関係課や関係機関と連携して、災害・感染症の発生時に必要と

なる衛生資材や物資についての備蓄・調達・輸送体制の整備を進めます。また、

県及び関係団体と連携していきます。 

第９節 差別の解消、権利擁護の推進 

１ 現状と課題 

（１）地域住民が障がいについて正しく理解し、受け入れていくためには、交流する

機会を拡大していく必要があります。 

（２）障害者虐待防止法が施行され、町に虐待通報・届出窓口を設置しました。また、

障害者虐待防止について、広報・窓口の周知を図ります。 

（３）成年後見制度利用支援事業については、佐久広域連合の成年後見センターへ委

託し、住民からの相談対応や成年後見に関する講座を開催しています。 

（４）アンケート調査では、「障がいによる差別や嫌な思いの経験」が「ある（「あ

る」、「少しある」の合計）」と回答した方は 26％となっています。また、「成

年後見制度の認知」については、「名前も内容も知らない」が 26％、「名前も内

容も知っている」が 30％、「名前を聞いたことがあるが、内容は知らない」が

27％となっています。 
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２ 今後の方向性 

（１）地域住民が障がいについて理解を深めるため、広報等啓発に努めます。 

（２）障がいを理由とする差別や虐待防止について、広報に掲載するなど、さらに周

知・啓発を行っていく必要があります。 

（３）判断能力が十分でない人を支援するため、成年後見制度等の普及として、佐久

広域連合の成年後見センターにて、相談支援や講座を開催しており、継続して実

施します。 

（４）佐久広域連合を中心に成年後見制度利用促進法に基づく中核機関※を設置をし、

相談・専門的な助言・地域の協議会の運営等を実施していきます。 

  ※中核機関とは専門職による助言等の支援の確保や、協議会の事務局など地域連携ネットワーク

のコーディネートを担う機関。 

          【圏域における中核機関のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本人

専 門 職
弁護士・司法書士・

社会福祉士等
長野家庭裁判所（佐久支部）

後見人

医療関係者

親族

社会福祉協議

民生児童 介護支援専門員

相談支援専門員等

・１次相談窓口

（権利擁護の総合相談、アセスメント・ニーズ見極め、首長申立て検討等）

・チーム等支援会議コーディネート 等

バックアップ

・２次相談窓口（専門相談・市町村等への助言）
・広報啓発(広報誌・研修会の開催）

・家庭裁判所との連絡調整

・法人後見の受任（法人後見受任審査員会事務局）

・事例検討会 等

・運営協議会の設置

連 携連 携

連

携

組織市町村（11市町村）

さく成年後見支援センター 佐久広域連合（担当係）

本人（成年被後見人等）を支援するチーム

中核機関

高齢者・障がい者福祉担当課

（地域包括支援センター）

地域連携ネットワークの構築

（福）佐久市社会福祉協議会
業
務
委
託
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３ 主な取組 

（１）障がい理解の促進 

障がいの捉え方や特性を理解できるよう、広報等による周知に努めます。 

主な事業展開 障がいや精神保健福祉に関する普及・啓発 

 

（２）障がいを理由とする差別解消の推進 

障がいを理由とする差別の解消を図るため、啓発活動や周知に取り組みます。 

主な事業展開 障がいを理由とする差別の禁止に関する普及・啓発 

 

（３）虐待の防止 

障がい者虐待防止の取組を広報等へ掲載し、住民へ周知・啓発に取り組みます。 

主な事業展開 障がい者虐待防止の周知・啓発 

 

（４）権利擁護の推進 

判断能力が十分でない人を支援するため、成年後見制度等の普及として、佐久

広域連合の成年後見センターにて、相談支援や講座を開催しており、成年後見制

度の利用促進を図ります。 

また、圏域での中核機関の整備を令和３年度に行います。 

主な事業展開 成年後見制度等の利用促進、圏域での中核機関の整備 
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第２章 第６期障がい福祉計画 

第１節 計画の基本的な考え方 

この計画は、障がいの有無にかかわらず、相互に人格と個性を尊重し合いながら

地域社会においてともに生きる社会の実現を目指し、障がい者の日常生活及び社会

参加の機会の確保等が、自らの決定に基づき、必要な障がい福祉サービスなどが利

用できる基盤整備を進めることを目標とします。 

計画の基本目標の実現のために、次の基本的な視点により計画を推進します。 

 

１ 障がいのある人の自己決定の尊重と意思決定の支援 

障がいのある人が、自己選択と自己決定によって、社会に参加し自ら望む生活

を送るために必要な支援を行います。 

 

 

２ 一元的な障がい福祉サービス等の提供 

障害者総合支援法に基づき、障がい福祉サービスは基礎自治体である町が一元

的に実施します。本計画では障がいのある人が社会生活を送るために必要と認め

られるサービスを受けられるよう、その必要量を見込みます。 

 

 

３ 入所等から地域生活の移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の

課題に対応したサービス提供体制の整備 

障がいのある人が地域で自立した生活を送れるよう、入所施設・精神科病院か

ら地域生活への移行、福祉的就労から一般就労への移行、地域生活の継続のため

の支援を行います。 

 

 

４ 「地域共生社会」の実現に向けた取組 

高齢者、障がい者（児）等の福祉サービスについて、相互に又は一体的に利用

しやすくなる仕組みづくりを目指します。また、住民団体等によるボランティア

活動等のインフォーマル活動への支援等、地域づくりを地域住民が「我が事」と

して主体的にかかわれる仕組みづくりに取り組みます。 
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第２節 令和５年度までの成果目標 

国の基本指針を踏まえ、令和 5 年度を目標年度とし、施設入所者の地域生活への

移行や一般就労への移行について目標を設定しました。 

 

１ 施設入所者の地域生活への移行 

【国の基本指針】 

○ 令和元年度末時点の施設入所者数の 6％以上を令和 5度末までに地域生活へ移行する。 

○ 施設入所者数を令和元年度末時点から 1.6％以上削減する。 

 

令和元年度末時点の施設入所者数は 15 人となっており、障がい者の在宅介護の

現状や介護者の高齢化等を考慮して、令和 5 年度末時点の施設入所者数は、令和

元年度末時点の入所者数から 6％削減し 14 人とします。 

 

＊第５期障がい福祉計画の実績（基本となる数値） 

令和元度末の 

支給決定者数 

県内に所在し

ている事業所 

県外に所在し

ている事業所 
施設入所者

数(C) 

〈(A)＋(B)〉 
施設入所支援

(A) 

施設入所支援

(B) 

15 人 0 人 15 人 

 

（１）地域生活への移行者数（施設入所から地域生活への移行） 

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 地域移行者

数の割合 

<(D)／(C)> 

移行 

者数 
0 人 0 人 0 人 0 人 1 人 

年度 
    

令和 2年度＋

令和 3年度 

令和 2年度＋

令和 3年度＋

令和 4年度 

令和 2 年度＋

令和 3 年度＋

令和 4 年度＋

令和 5 年度 

 (D) 

6.7% 

累計 0 人 0 人 1 人 

 

（２）各年度末の施設入所者数（施設入所者の削減数） 

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 削減数の 

割合 

<(E)／(C)> 

支給決

定者数 
15 人 15 人 15 人 15 人 14 人 

削減数 

単年度 

実績 

令和元年度-

令和 2年度 

令和 2年度-

令和 3年度 

令和 3年度-

令和 4年度 

令和 4年度-

令和 5年度 

6.7% 0 人 0 人 0 人 1 人 

累計 
令和元年度-令和 5年度（E） 

1 人 
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２ 精神障がいのある人に対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

 

 

 

（１）精神障がい者の地域移行支援等の利用者数 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

地域移行支援の利用者数 0 人 0 人 1 人 

地域定着支援の利用者数 0 人 0 人 1 人 

共同生活援助の利用者数 4 人 4 人 4 人 

自立生活援助の利用者数 0 人 0 人 1 人 

 

（２）保健・医療・福祉関係者による協議の体制 

年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

保健・医療及び福祉関係者による協議の場の開催

回数 
2 回 2 回 2 回 

保健・医療及び福祉関係者による協議の場の参加

者数 
6 人 6 人 8 人 

保健・医療及び福祉関係者による協議の場におけ

る目標設定および評価の実施回数 
1 回 1 回 1 回 

 

３ 福祉施設から一般就労への移行等 

【国の基本指針】 

○ 福祉施設から一般就労への移行者数を令和元年度実績の 1.27 倍以上とする。 

○ 就労移行支援事業所等を通じて一般就労へ移行する者のうち、７割が就労定着支援を利用。 

○ 就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とする。 

（１）福祉施設から一般就労への移行者数 

年度 令和元年度（F） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度(G) 

合計 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 

内訳 

①就労移行支援から 

0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 

②就労継続支援（A型・B型）から 

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

①＋② 

0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 

③生活介護・自立訓練（機能訓練/生活訓練）から 

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

       
令和元年度実績に対する伸び 

〈(G)／(F)〉  --倍 

【国の基本指針】 

○精神障がいのある人に対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、精神障がいのある

人の地域移行支援等の利用を促進するとともに、保健・医療・福祉関係者による協議を実施する。 
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（２）一般就労移行者のうち、就労定着支援事業の利用者割合 

年度 
町内での就労支援事業等か

ら一般就労への移行者（P） 

左記のうち 

就労移行支援の利用者（Q） 

割合

（Q/P） 

令和 3年度 0 人 0 人 0％ 

令和 4年度 1 人 1 人 100％ 

令和 5年度 1 人 1 人 100％ 

 

（３）就労定着率８割以上の就労定着支援事業所割合 

   町内に就労定着支援事業所がないため成果目標の設定はありません。 

 

４ 相談支援体制の充実・強化 

 

 

 

佐久圏域での目標値 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

障がいの種別や各種のニーズに対応できる総合

的・専門的な相談支援の実施の有無 
有 有 有 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門

的な指導・助言件数 
15 回 15 回 15 回 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 18 回 18 回 18 回 

地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 21 件 21 件 21 件 

 

５ 障がい福祉サービスの質の向上のための取組 

 

 

 

 

（１）障がい福祉サービス等に係る各種研修の活用 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

都道府県が実施する障がい福祉サービス等に係る

研修等への市町村職員の参加人数 
1 人 1 人 1 人 

 

（２）障害者自立支援審査支払システムによる審査結果の共有 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

審査結果の分析と結果を活用し、事業所や関係自

治体等と共有する体制の有無 
有 有 有 

実施回数 12 回 12 回 12 回 

【国の基本指針】 

○総合的・専門的な相談支援の実施や、地域の相談支援事業者に対する専門的な助言・指導、人材

育成の支援、連携強化の取組回数について目標を設定。 

【国の基本指針】 

○障がい福祉サービスの質の向上のため、職員の各種研修への参加人数と、障害者自立支援審査支

払等システムによる審査結果の共有体制の有無等について目標値を設定。 
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６ 発達障がい者等の支援 

発達障がい者（児）の早期発見・早期支援には、発達障がい者等及びその家族等へ

の支援が重要であることから、保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要

な知識や方法を身に付け、適切な対応ができるようペアレントプログラムやペアレン

トトレーニング、ピアサポート活動等の支援体制の充実を図ります。 

国の基本指針では発達障がい者等の支援について町の成果目標は示されていませ

んが、町の活動指標としての目標を以下に設定します。 

 

発達障がい者に対する支援に係る活動指標 
 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

ペアレントトレーニングやペアレントプロ

グラム等の支援プログラム等の受講者数 
0 人 15 人 15 人 

ペアレントメンターの人数（推進方策） 関係機関と連携してペアレント・メンターを有効的

に活用し、地域における発達障がいに対する理解の

促進及び、発達障がい児・者とその家族の支援体制

の充実を図る。 

ピアサポート活動への参加人数（推進方策） 発達障がい児やその家族によるピアサポート活動の

推進に向けて、その必要性や有効性について地域で

理解を深め、ピアサポート活動の活性化を図る。 
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７ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

【国の基本指針】 

○ 地域生活支援拠点を市町村又は圏域ごと 1 拠点以上確保しつつ、機能充実のため年１回以上運

営状況を検証する。 

障がい者の重度化、高齢化や「親亡き後」を見据え、相談、体験の機会、緊急時の

対応などの必要な機能を備えた地域生活支援拠点等は、グループホームや障がい者支

援施設の居住支援機能とコーディネーター配置、ショートステイの地域支援機能の一

体的な整備について佐久圏域障害者自立支援協議会等で検討を行っています。平成 30

年４月からは、緊急時の受入・対応について、緊急時一時入所支援事業として、佐久

圏域を３ブロックに分けて、各施設の当番制により実施しています。他の重点項目に

ついても佐久圏域で検討していきます。 

【緊急時一時入所受入施設（立科町・佐久市エリア）】  

たてしなホーム（立科町）、緑の牧場学園（佐久市）、こまば学園（佐久市） 

年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

地域生活支援拠点の数 1 カ所 1 カ所 1 カ所 

運用状況の検証及び検討の回数

（回／年） 
2 回 2 回 2 回 

※地域生活支援拠点等の整備： 

障がい者等の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるとともに、重度障がいにも対応でき

る専門性を有し、障がい者等やその家族の緊急事態に対応を図るため、機能として、５つの

必要な機能（①相談、②緊急時の受入・対応、③体験の機会・場、④専門的人材の確保・養

成、⑤地域の体制づくり）を集約し、グループホームや障がい者支援施設等に付加した「多

機能拠点整備型」、また、地域における複数の機関が分担して機能を担う体制の「面的整備

型」等、地域の実情に応じた整備を行うもの。 

【地域生活支援拠点等の整備手法（イメージ）】 
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第３節 障がい福祉サービスの利用状況と見込量 

 

令和 3 年度から令和 5 年度までの障がい福祉サービスの利用状況と必要量の見

込みは次のとおりです。必要量の見込みは、これまでのサービス利用実績やニー

ズ調査、国の方針等を勘案し算出しています。 

 

【障がい福祉サービスとは？】 

○ 障がい福祉サービスには、訪問系、日中活動系、居住系サービスがあります。 

○ 訪問系サービスには、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援

があり、これはホームヘルパーの派遣によるサービスです。 

○ 日中活動系サービスには、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労定着支援、就労継続支援、

療養介護、短期入所などの通所・入所施設の昼間のサービスです。 

○ 居住系サービスには、共同生活援助・施設入所支援、自立生活援助などの夜間の居住を提供す

るサービスです。 

 

１ 訪問系サービス 

項目 内容 

サービスの 

内容 

居宅介護  居宅での入浴、排せつ、食事などの介護や通院の介助を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由、知的、精神障がいのため常時介護が必要な人

に対し居宅での生活全般にわたる介護や外出時における移動の

介護を総合的に行います。 

同行援護 
重度視覚障がい者（児）に対する外出時の移動、視覚的情報の支

援、排せつ、食事等の介護の援助について支援を行います。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難があるため

常時介護が必要な人に対して、行動する際に生じる危険を回避す

るために必要な援護や外出時における移動の介護を行います。 

重度障害者等

包括支援 

常時介護を必要とする障がい者等に対して、介護の必要度が著し

く高い場合に居宅介護等を包括的に行います。 

見込量確保 

の方策 

今後もサービス提供体制の確保を図るとともに、重度訪問看護や重度障害等包括

支援については、利用実績がないことから、サービス内容や対象者について十分

な情報を提供できるよう努め、事業者の確保にも努めます。 
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（１）障がい者・障がい児の合算 

（数値はひと月あたり） 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

居宅介護 

計画値 
時間 86 96 108 36 36 45 

人 9 10 11 4 4 5 

実績値 
時間 64 59 35 

   
人 5 4 4 

   

重度訪問介護 

計画値 
時間 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

実績値 
時間 0 0 0 

   
人 0 0 0 

   

同行援護 

計画値 
時間 4 4 4 0 0 16 

人 1 1 1 0 0 1 

実績値 
時間 0 0 0 

   
人 0 0 0 

   

行動援護 

計画値 
時間 32 40 48 28 28 42 

人 4 5 6 2 2 3 

実績値 
時間 27 28 25 

   
人 2 2 2 

   

重度障害者等包括

支援 

計画値 
時間 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

実績値 
時間 0 0 0 

   
人 0 0 0 

   
※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 
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（２）障がい児のみ 

（数値はひと月あたり） 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

居宅介護 

計画値 
時間 8  8  8  0  0  0  

人 1  1  1  0  0  0  

実績値 
時間 0 0 0       

人 0 0 0       

重度訪問介護 

計画値 
時間 0  0  0  0  0  0  

人 0  0  0  0  0  0  

実績値 
時間 0 0 0       

人 0 0 0       

同行援護 

計画値 
時間 0  0  0  0  0  0  

人 0  0  0  0  0  0  

実績値 
時間 0 0 0       

人 0 0 0       

行動援護 

計画値 
時間 24  24  24  19 19 32 

人 3  3  3  1 12  

実績値 
時間 19 21 12       

人 1 1 1       

重度障害者等包括

支援 

計画値 
時間 0  0  0  0  0  0  

人 0  0  0  0  0  0  

実績値 
時間 0 0 0       

人 0 0 0       

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 
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２ 日中活動系サービス 

項目 内容 

サービスの 

内容 

生活介護 

常時介護を必要とする人に対して、施設などで人浴、排せつ、食

事の介護などを行い、また創作的活動や生産活動の機会を提供し

ます。 

自立訓練 

（機能訓練・生

活訓練） 

身体障がい者の身体機能の維持向上を目的とする機能訓練と、知

的・精神障がい者を対象とする生活訓練の二種類に分かれます。

いずれも自立した日常生活や社会生活を目指して身体機能又は生

活能力の向上に必要な訓練を一定の期間行います。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に対して、一定期間、就労に必

要な知識及び能力向上のための訓練を行います。 

就労継続支援 

Ａ型 

一般企業等での就労が困難な人に対して、働く場を提供し

知識及び能力の向上のために必要な訓練を行うもので、事

業所との雇用契約に基づき就労の機会を提供します。 

Ｂ型 

一般企業等での就労が困難な人や一定の年齢に達している

人に対して、働く場や生産活動の機会を提供し、知識及び

能力の向上を図るもので、雇用契約を伴わないものです。 

就労定着支援 
就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連

絡調整等の支援を行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、主に昼間において病院等への

入院による医学的管理のもと、食事や入浴等の介護を提供します。 

短期入所 
自宅で介護する人が病気などの場合に、昼夜を通して施設へ入所

させ、入浴、排せつ、食事の介護などを行います。 

利用見込量 

確保の方策 

障がいのある人が、地域で自立した生活を送るためには、日中活動の場が必要と 

なります。そのため、サービス利用希望者を把握し、サービス提供事業者の情報

を提供します。 

就労継続支援事業については、サービス利用につながっていない人の掘り起しを 

進めます。 
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（数値はひと月あたり） 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

生活介護 

計画値 
人日 495 563 631 640 682 700 

人 22 25 28 30 31 32 

実績値 
人日 449 510 503       

人 23 25 24       

自立訓練 

（機能訓練） 

計画値 
人日 12 12 12 0 22 22 

人 1 1 1 0 1 1 

実績値 
人日 0 3 0       

人 0 1 0       

自立訓練 

（生活訓練） 

計画値 
人日 15 15 15 0 0 0 

人 1 1 1 0 0 0 

実績値 
人日 0 0 0       

人 0 0 0       

就労移行支援 

計画値 
人日 30 30 30 22 44 44 

人 5 5 5 1 2 2 

実績値 
人日 57 19 0       

人 4 2 0       

就労継続支援 

（Ａ型） 

計画値 
人日 22 22 22 20 20 20 

人 1 1 1 1 1 1 

実績値 
人日 20 20 21       

人 1 1 1       

就労継続支援 

（Ｂ型） 

計画値 
人日 396 443 496 370 390 425 

人 27 30 34 22 23 25 

実績値 
人日 319 315 343       

人 18 18 15       

就労定着支援 
計画値 人 1 1 1 0 1 1 

実績値 人 0 0 0    

療養介護 
計画値 人 0 0 0 0 0 0 

実績値 人 0 0 0       

短期入所（福祉型） 

【障がい者・障が

い児の合算】 

計画値 
人日 20 20 20 30 38 46 

人 3 3 3 4 5 6 

実績値 
人日 20 26 28       

人 3 4 4       

短期入所（医療型） 

【障がい者・障が

い児の合算】 

計画値 
人日 20 20 20 0 0 0 

人 2 2 2 0 0 0 

実績値 
人日 0 0 0       

人 0 0 0       
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（数値はひと月あたり） 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

短期入所（福祉型） 

【障がい児のみ】 

計画値 
人日 14 14 14 20 25 30 

人 2 2 2 2 3 4 

実績値 
人日 15 16 16       

人 2 2 2       

短期入所（医療型） 

【障がい児のみ】 

計画値 
人日 20 20 20 0 0 0 

人 2 2 2 0 0 0 

実績値 
人日 0 0 0       

人 0 0 0       

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

 

３ 居住系サービス 

項目 内容 

サービスの 

内容 

自立生活援助 

施設入所支援や共同生活援助を利用していた方等を対象に、定期

的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相

談・助言等を行います。 

共同生活援助

（グループ

ホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で相談や日常生活上の援助を行

います。 

施設入所支援 
施設に入所している人に、夜間や休日に入浴、排せつ、食事の介

護などを行います。 

見込量確保 

の方策 

障がい者の入所施設等から地域生活への円滑な移行を促進するため、本人の希望

とそれに合ったグループホーム等の情報収集に努めます。 

 

（数値はひと月あたり） 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

自立生活援助 
計画値 人 0 0 0 0 0 1 

実績値 人 0 0 0    

共同生活援助 

（グループホーム） 

計画値 人 12 13 14 11 11 12 

実績値 人 11 10 9       

施設入所支援 
計画値 人 12 11 10 15 15 14 

実績値 人 14 15 16       

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 
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４ 相談支援 

項目 内容 

サービスの 

内容 

計画相談支援 

本人に必要なサービス内容やサービス量等の相談やサービス等

利用計画の作成を行います。指定相談支援事業者がサービス等利

用計画を作成し、サービス支給決定後に計画の見直し（モニタリ

ング）を行います。 

地域相談支援

（地域移行支

援・地域定着

支援） 

地域移行支援 

障がい者支援施設等に入所している障がい者や

精神科病院に入院している精神障がい者に住居

の確保など地域生活移行のための相談等を行い

ます。 

地域定着支援 

地域で単身生活の障がい者や同居家族からの支

援が受けられない障がい者に、地域生活定着の

ための相談やサポートを行います。 

見込量確保 

の方策 

計画相談支援は、利用者が増加傾向で推移しており、今後もサービス利用者数は

増加していくものと見込みます。 

地域移行支援及び地域定着支援の利用者はいませんでしたが、今後は地域移行を

進め、利用意向の把握に努めます。 

 

（数値はひと月あたり） 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

計画相談支援 
計画値 人 15 18 21 14 15 16 

実績値 人 11  11  12     

地域移行支援 
計画値 人 1 1 1 0 0 1 

実績値 人 0  0  0     

地域定着支援 
計画値 人 3 3 3 0 0 1 

実績値 人 0  0  0     

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 
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第４節 地域生活支援事業 

地域生活支援事業は、町及び県が主体となって、地域の実情や利用者の状況に

応じて柔軟に実施する事業ですが、生活上の相談、手話通訳者等の派遣、日常生

活用具の給付など、特に日常生活に欠かせないサービスは「必須事業」として実

施することとされています。さらに、町や県が自主的に取り組む「任意事業」を

組み合わせることによって、効果的なサービスを提供するものです。 

なお、地域生活支援事業は、地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に実施が

可能なことから、新たなニーズや課題に対応した事業や実施体制を随時検討しま

す。 

 

１ 必須事業 

（１）理解促進研修・啓発事業 

障がい者等が日常・社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去するため、

障がい者等に対する理解を深めるための研修・啓発を行います。 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

理解促進研修・啓

発事業 

計画値 
実施の 

有無 
有 有 有 有  有 有 

実績値 
実施の 

有無 
無 無 無       

 

（２）自発的活動支援事業 

障がい者等が自立した日常・社会生活を営むことができるよう、障がい者等、

その家族、地域住民等による地域における自発的な取組を支援します。 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

自発的活動支援事

業 

計画値 
実施の 

有無 
無 無 有 無 無 有 

実績値 
実施の 

有無 
無 無 無       
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（３）相談支援事業 

障がい者やその家族からの相談に応じて、必要な情報の提供及び助言、サービ

ス利用の援助、サービス事業者や関係機関との連絡調整等を総合的に行います。 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

障害者相談支援事

業 

計画値 

か所 0 0 0 1 1 1 

基幹相談

支援セン

ターの設

置の有無 

無 無 無 設置済み 設置済み 設置済み 

実績値 

か所 1 1 1       

設置の 

有無 
有 有 有       

市町村相談支援機

能強化事業 

計画値 
実施の 

有無 
無 無 無 有 有 有 

実績値 
実施の 

有無 
無 無 無       

住宅入居等支援事

業 

計画値 
実施の 

有無 
無 無 無 無 無 無 

実績値 
実施の 

有無 
無 無 無       

 

（４）成年後見制度利用支援事業 

身寄りがないなどの理由で法定後見の申立てができない重度の知的障がい者

又は精神障がい者で、障がい福祉サービスを利用し又は利用しようとする方等に

対して、成年後見制度の利用について必要となる経費の助成を行います。 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

成年後見制度利用

支援事業 

計画値 人 1 1 1 0  1  1  

実績値 人 0 0 0       

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 
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（５）成年後見制度法人後見支援事業 

社会福祉法人や社団法人、NPOなどの法人による法人後見活動を支援するため

に、実施団体に対する研修、安定的な実施のための組織体制の構築、弁護士・司

法書士等の専門職による支援体制の構築などを行います。 

（さく成年後見支援センターにて実施していきます。） 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

成年後見制度法人

後見支援事業 

計画値 
実施の 

有無 
有 有 有 有 有 有 

実績値 
実施の 

有無 
無 無 無       

 

 

（６）意思疎通支援事業 

聴覚、言語・音声機能等の障がいにより、意思疎通を図ることに支援が必要な

方に対する手話通訳者や要約筆記者の派遣事業等を行います。 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

手話通訳者・要約

筆記者派遣事業 

計画値 件 2 2 2 3  3  3  

実績値 件 0 4 0       

手話通訳者設置事

業 

計画値 人 0 0 0 0  0  0  

実績値 人 0 0 0       

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 
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（７）日常生活用具給付等事業 

日常生活用具給付等事業は、日常生活を営むのに支障のある重度障がい者に対

し、日常生活上の便宜を図るための用具を給付又は貸与します。 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

介護・訓練支援用

具 

計画値 件 3 3 3 0  1  0  

実績値 件 0 0 0       

自立生活支援用具 
計画値 件 1 1 1 2  1  2  

実績値 件 1 2 0       

在宅療養等支援用

具 

計画値 件 3 3 3 1  1  1  

実績値 件 1 2 0       

情報・意思疎通支

援用具 

計画値 件 1 1 1 1  1  1  

実績値 件 1 1 1       

排泄管理支援用具 
計画値 件 120 130 140 255  265  275  

実績値 件 135 139 216       

居宅生活動作補助

用具（住宅改修費） 

計画値 件 1 1 1 0  0  1  

実績値 件 0 0 0       

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

 

（８）手話奉仕員養成研修事業 

意思疎通を図ることに支障がある障がい者等が自立した日常・社会生活を営む

ことができるよう、手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術

を習得した者を養成する手話奉仕員養成研修を含む各種講座を実施します。 

（佐久障がい者相談支援センターにて実施します。） 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

手話奉仕員養成研

修事業 

計画値 

実養成講

習修了者

数（人） 

1 1 1 0  0  1  

実績値 

実養成講

習修了者

数（人） 

0 0 0       
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（９）移動支援事業 

移動支援事業は、屋外での移動が困難な障がい者等に、社会生活上必要不可

欠な外出を円滑に行えるよう支援し、地域における自立した生活や社会参加の

促進を図るものです。 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

移動支援事業 

計画値 
人 8 9 10 4  4  4  

時間 408 459 510 420  420  420  

実績値 
人 8 8 4       

時間 103 396 345       

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 

 

（10）地域活動支援センター事業 

地域活動支援センター事業は、基礎的事業として、障がい者に創作的活動や生

産活動などの機会を提供し、地域生活の支援を行います。 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

地域活動支援セン

ター 

計画値 
か所 1 1 1 1  1  1  

人 5 7 9 33  35  35  

実績値 
か所 1 1 1       

人 22 23 33       

※令和 2年度実績は推計値（11 月末時点） 
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第５節 佐久圏域障害者自立支援協議会 

佐久圏域障害者自立支援協議会は、相談支援事業をはじめとする地域の障がい

福祉に関するシステムづくりについて、中核的な役割を担う定期的な協議の場と

して、諸課題について継続的な協議を実施しています。 

さらなる課題解決に向けて、令和２年度に部会の見直しを行い、令和３年度以

降新たな部会課題の実施に向け取り組みます。 

 

【佐久圏域障害者自立支援協議会 専門部会の設置目的と活動内容】（令和２年度末時点） 

部会 活動内容 

市町村部会 

障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らせる社会の実現を目指すために、

市町村として現状把握等を行う中から、課題等についての検討を進め、施策に

反映させていくことを目的とします。 

療育部会 

発達障がいと重症心身の２本の柱をたて、佐久圏域の療育支援がより向上す

るよう活動します。具体的には、１：医療・教育・福祉、各関係機関のネット

ワーク化、２：情報共有や研修会・事例検討会の充実、３：圏域の療育に関す

る課題の把握と検討や社会資源の開発等を行います。 

権利擁護部会 
障害者虐待防止法及び障害者差別解消法等に関し各市町村、関係機関への啓

発活動に取り組みます。 

くらし部会 

佐久圏域のくらしに関する地域課題(テーマ)を基軸とし、その課題の解決に

向けて、調査・研修・協議を行います。結果として、活動や提言、情報交換等

によるネットワークを構築して、具現化した成果を目指します。 

就労支援部会 
障がい者の就労支援について、地域における障がい者の就労に係る課題の把

握及び、今後の取組等の方向性について、検討する場とします。 

相談支援部会 

佐久地域における相談支援の体制と連携を強化するための部会。障がい者の

生活がより良くなるためにケアマネジメントの仕組みや、社会資源について検

討していくことを目的としています。 

地域移行・地

域定着部会 

障がい者等の地域移行や地域定着を進めるにあたっての地域の課題を共有

し、保健・医療・福祉サービスの提供体制の整備や、インフォーマルな社会資

源も含めた支援体制等について協議を行います。 

※令和２年度に見直しを予定 
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【佐久圏域障害者自立支援協議会組織図】 
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小海町
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南相木村

北相木村

佐久穂町 軽井沢町 御代田町 立科町

※専門部会で協議すべき事項

 

※事業所連絡会 
 １ 市町村部会の活動の一環として、「事業所連絡会」を置く。 
 ２ 各市町村の特性を踏まえた上で、複数市町村または市町村ごととする。 
 ３ 具体的な困難事例等から、市町村ごとの課題を明確化する。 
 ４ 課題解決策について協議し、圏域全域に共通した課題については各部会の協議事項とする。 
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第３章 第２期障がい児福祉計画 

第１節 計画の基本的考え方 

この計画は、障がい児のサービス提供体制の計画的な構築のため、ライフステー

ジに応じた切れ目のない支援と保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援等と連携

した支援を提供する体制整備を図るものです。 

計画の基本目標の実現のために、次の視点により計画を推進します。 

 

１ 地域支援体制の構築 

（１）障害児通所支援等について、障がい種別や年齢別のニーズに応じた支援が身近

な場所で提供できるように、地域における支援体制整備を図ります。 

（２）児童発達支援センターについては、圏域において、障がいの重度化・重複化や

多様化に対応する専門的機能の強化を図るとともに、地域における中核的な支援

施設として位置づけ、障害児通所支援等と緊密な連携を図り、重層的な障がい児

支援の体制整備に向けて検討を進めます。 

（３）障害児通所支援及び障害児入所支援は、長野県による障害児通所支援の広域的

な調整及び障害児入所支援の体制整備の双方の観点による一体的な方針の策定

を受けて、障がい児支援の両輪として、相互に連携をとりながら進めていきます。

また、障害児通所支援及び障害児入所支援は、障がい児に対し、質の高い専門的

な発達支援を行う機関であることから、支援の質の向上と支援内容の適正化を

図っていきます。 

（４）障がい児の子ども・子育て支援等のニーズを把握し、保育所・放課後児童健全

育成事業における障がい児の受入れ体制の検討を行います。 

 

２ 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

（１）障害児通所支援の体制整備にあたっては、保育所や放課後児童健全育成事業等

の子育て支援施策との緊密な連携を図ることが重要になっています。また、障が

い児の早期の発見及び支援を進めるため、母子保健施策との緊密な連携を図ると

ともに、庁内においても町教育委員会との連携を図ります。 

（２）障がい児支援が適切に行われるために、就学時及び卒業時において、支援が円

滑に引き継がれることも含め、学校、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、

障害児相談支援事業所、就労移行支援等の障がい福祉サービスを提供する事業所

等が緊密な連携を図るとともに、庁内においても町教育委員会との連携を図りま

す。 
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３ 地域社会への参加・包容の推進 

保育所等訪問支援を活用し、障害児通所支援事業所等が保育所や放課後児童健

全育成事業、小学校、特別支援学校等の育ちの場での支援に協力できるような体

制を構築することにより、地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進

を図ります。 

 

４ 特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備 

（１）重度心身障がい児及び医療的ケア児についても、身近な地域で必要な支援が受

けられるように、障がい児支援等の充実を図ります。 

また、心身の状況に応じた保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の各関連分

野の支援が受けられるよう、保健所、病院・診療所、障害児通所支援事業所、障

害児入所施設、障害児相談支援事業所、保育所、学校等の関係者が連携を図るた

めの協議の場を設けること等により、各関連分野が共通の理解に基づき協働する

総合的な支援体制を構築するものとします。なお、この場においては、医療的ケ

ア児の支援が学齢期から成人期に円滑に引き継がれるよう協議していきます。 

加えて、医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の

支援を調整するコーディネーターの配置を促進します。 

（２）強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい児に対して、障害児通所支

援等において適切な支援ができるよう、人材育成等を通じて支援を行うよう努め

ます。 

（３）虐待を受けた障がい児等に対しては、心理的ケアを提供することにより、障が

い児の状況等に応じたきめ細やかな支援を行うよう努めます。 

 

【医療的ケア児支援に関する連携イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※コーディネーターの役割： 

○ 医療的ケア児が必要とする他分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的・包括的な支

援の提供につなげる。 

○ 自立支援協議会に参画し、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、

医療的ケア児支援のための地域づくりを推進する。 
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５ 障害児相談支援の提供体制の確保、「子ども・子育て支援新制度」

との連携 
 
障害児相談支援は、障がいの疑いの段階から障がい児本人や家族に対する継続

的な相談支援を行うとともに、支援を行うにあたって関係機関をつなぐ中心とな

る重要な役割を担っています。このため、子ども・子育て支援新制度の「利用者

支援事業」※との連携を図りながら、質の確保と向上を目指して、支援提供体制

の構築を図るものとします。 

 

※子ども・子育て支援新制度の「利用者支援事業」  

子ども・子育て支援の推進にあたって、子ども及びその保護者等、又は妊娠している方が教

育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な実施場所で情報収集

と提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施し支

援する事業。立科町では利用支援事業を「立科町子育て世代包括支援センター事業」として取

り組んでいます。 
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【障害児相談支援と子ども・子育て支援新制度「利用者支援事業」との連携推進イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：保育所等訪問支援、児童発達支援事業所等が保育所等と連携して作成する個別支援計画、障害
児等療育支援事業、巡回支援専門員整備の活用。 

※２：障害児等療育支援事業（自宅訪問による療育指導）の活用。 
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親子など 
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障害児通所支援等
による専門的支援 後方支援※１ 

支援※２ 

子ども・子育て支援新制度 

家庭児童相談 
地域の保健師 
ファミサポ 等 

障がい児支援 

専
門
的
な
発
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支
援 

が
必
要
な
場
合 

障害児相談支援事業者 

立科町母子保健部門 

個別ニーズの把握 
情報集約・提供 
相談 



 

108 

 

第２節 令和５年度までの成果目標等 

国の基本指針を踏まえ、令和 5 年度を目標年度とし、障がい児支援のための提

供体制整備の目標を設定しました。 

 

【国の基本指針】 

○ 児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所設置する。 

○ 保育所等訪問支援を利用できる体制を各市町村で構築する。 

○ 主に重度心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市

町村に少なくとも 1か所以上確保する。 

○ 医療的ケア児に関するコーディネーターの配置をする。 

 

１ 児童発達支援センターの設置 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

令和 5年度までに、佐久圏域での整備を検討 

 

【地域における児童発達支援センターを中核とした支援体制のイメージ】 
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２ 保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

佐久圏域では令和２年度に利用できる体制はできている。更に利用しやすい環境づくり

を行う。 

 

３ 主に重度心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所の確保 
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

佐久圏域では令和元年度に事業所の確保ができている。必要な支給量を供給できる事業

所数を確保していく。 

 

４ 医療的ケア児に関するコーディネーターの配置 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

佐久圏域で 2名の配置をする。 
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第３節 障がい児支援サービスの利用状況と見込量 

令和 3年度から令和 5年度までの、障がい児福祉サービスの利用状況と必要量の

見込みは次のとおりです。必要量の見込みは、これまでのサービス利用実績やアン

ケート調査、国の方針等を勘案し算出しています。 

 
項目 内容 

サービスの 

内容 

児童発達支援 
通所による日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付

与や集団生活への適応訓練等を行います。 

医療型児童発

達支援 
児童発達支援及び治療を行うものです。 

放課後等デイ

サービス 

学校通学の障がいのある子どもに対し、放課後や学校の休日、夏

休み等長期休業中において、生活能力の向上のために必要な訓練

等を行います。 

保育所等訪問

支援 

保育所等を利用中の障がい児に対し、障がい児以外の児童との集

団生活への適応のための専門的な支援等を行います。 

居宅訪問型児

童発達支援 

重度の障がいのある子どもの家を訪問し、日常生活における基本

的な動作の指導、知識技能の付与を行います。 

障害児相談支

援 

障がい児通所等サービスを利用する場合、障がい児の心身の状況

や保護者の利用意向等を勘案し指定障害児相談支援事業者が障

害児相談支援利用計画を策定します。計画策定後、モニタリング

を行いサービスの見直しや保護者の相談等も行います。 

福祉型児童入

所支援 

障がいのある子どもを入所させて、保護、日常生活の指導及び自

活に必要な知識や技能の付与を行う施設。福祉サービスを行いま

す。 

医療型児童入

所支援 

障がいのある子どもを入所させて、保護、日常生活の指導及び自

活に必要な知識や技能の付与を行う施設。福祉サービスにあわせ

て治療も行います。 

医療的ケア児

に対する関連

分野の支援を

調整するコー

ディネーター 

医療的ケア児等に対する専門的な知識と経験に基づき、支援に関

わる関係機関との連携を図る役割を果たします。健康を維持しつ

つ、生活の場に多職種が包括的に関わり続けることのできる生活

支援システムの構築に努めます。 

見込量確保 

の方策 

障害児通所支援は、障がい児が身近な地域において専門的な療育支援や発達支援

を受けるために必要なサービスであり、障がい児一人一人のニーズに応じたサー

ビス量の確保を図ることが求められます。 
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（数値はひと月あたり） 

サービス種別 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

児童発達支援 

計画値 
人日 33 42 54 2 4 8 

人 6 8 10 1 1 2 

実績値 
人日 11 2 2    

人 3 1 1    

医療型児童発達支

援 

計画値 
人日 5 5 5 0 0 0 

人 1 1 1 0 0 0 

実績値 
人日 0 0 0       

人 0 0 0       

放課後等デイサー

ビス 

計画値 
人日 160 168 176 115 125 125 

人 20 21 22 11 12 12 

実績値 
人日 67 83 91    

人 9 10 9    

保育所等訪問支援 

計画値 
人日 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

実績値 
人日 0 0 0       

人 0 0 0     
 

居宅訪問型児童発

達支援 

計画値 人 0 0 0 0 0 0 

実績値 人 0 0 0    

障害児相談支援 
計画値 人 7 8 9 6 7 7 

実績値 人 6 5 5    

福祉型児童入所支

援 

計画値 人 0 0 0 0 0 0 

実績値 人 0 0 0       

医療型児童入所支

援 

計画値 人 0 0 0 0 0 0 

実績値 人 0 0 0       

医療的ケア児に対

する関連分野の支

援を調整するコー

ディネーター 

計画値 人 0 0 0 0 0 

2      

（佐久

圏域） 

実績値 人 0 0 0    
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第４章 推進体制等 

第１節 サービス見込量確保のための方策 

１ 障がい者等に対する情報提供 

障がい者の自己選択、自己決定を尊重し、障がい者の地域生活を支援するには、

正確な情報を迅速かつ丁寧に伝えていくことが必要です。 

そのためには、制度の普及・啓発活動を実施し、利用できるサービスや、事業

者情報を提供することに努め、身近な地域における社会資源に関する情報の収集、

提供を図ります。 

また、障がい児に対する支援として、情報提供や生活相談及び保護者間の交流

の場として、定期的に保護者が集える場所の設置についても検討します。 

 

２ サービス提供体制の整備 

既存の社会資源を積極的に活用しつつ、サービス提供事業者、医療機関との連

携を強化し、適切なサービスと必要な量を提供できる体制づくりに努めます。 

 

 

３ 各機関の連携の強化 

障がい者が地域において自立した日常生活や社会生活を営むためには、サービ

スの適正な利用を支援する相談支援体制の充実、強化が不可欠です。 

そのため、障がい者の自己決定を尊重しながら、中立・公平な立場で適切な相

談支援が実施できる体制整備に努めます。 

相談支援を効率的に実施できるよう、障がい福祉サービス事業者、雇用、教育、

医療機関等の関係機関との連携強化を図ります。 

 

４ ケアマネジメントの活用 

障がい者の地域における生活を支援するために、適切なサービスの提供等の支

援が必要です。 

サービスの提供、支給決定にあたっては、障がい者の意向を踏まえて、福祉・

保健・医療・教育・就労等の幅広いニーズと、様々な地域の社会資源の間に立っ

て、複数のサービスを適切に結びつけて調整を図ります。 
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第２節 推進体制 

１ 連携・協力の確保 

障がい者施策は、福祉、保健・医療、教育、雇用、生活環境、情報等広範な分

野にわたっていることから、本計画を総合的かつ効果的に推進するため、庁内相

互はもとより、国、県及びその他関係機関・団体並びに佐久圏域障害者自立支援

協議会等と緊密な連携・協力を図ります。 

 

 

２ 広報・啓発活動の推進 

（１）広報・啓発活動の推進 

本計画に基づく施策を住民の理解を得ながら推進するため、行政はもとより、

民間団体、マスメディア等の多様な主体との連携による幅広い広報・啓発活動を

推進します。 

また、障害者基本法に定められた障害者週間（毎年12月３日から９日）等を通

じて、住民、ボランティア団体、障がい者団体など幅広い層による啓発活動を推

進します。 

障がい者が自立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性について

住民の理解を深め、誰もが障がい者等に自然に手助けすることのできる「心のバ

リアフリー」を推進します。 

 

（２）障がい及び障がい者理解の促進 

障がい及び障がい者に対する住民の理解を促進するため、障がいの特性や必要

な配慮等について広報等の啓発を行います。 

また、町教育委員会では障がいのあるこどもと障がいのないこどもとの相互理

解を深めるため、在学中の副学籍※等の交流教育を実施しています。 

さらに、福祉施設、教育機関等と地域住民等との日常的交流を図り、地域社会

における障がい者への理解の啓発に努めます。 

  ※副学籍： 

  特別支援学校の小・中学部に在籍する児童・生徒が、居住する地域の小・中学校に副次

的な籍（副籍）をもち、直接的・間接的な交流を通じて、居住する地域とのつながりの

維持・継続を図る制度。 

（３）ボランティア活動等の推進 

児童・生徒や地域住民等のボランティア活動に対する理解を深め、その活動を

支援するよう努めるとともに、企業等の社会貢献活動に対する理解と協力を促進

します。 

また、障がい者自身のボランティア活動を促進します。 
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３ 計画の進行管理 

「第８期立科町高齢者福祉計画・介護保険事業計画」の着実な目標達成に向け

て、計画、実行、点検及び見直し（ＰＤＣＡ※）を行い、必要かつ効果的な施策・

事業の実施に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＰＤＣＡ：Ｐｌａｎ（計画）、Ｄｏ（実行）、Ｃｈｅｃｋ（点検）、Ａｃｔｉｏｎ（見直し）

という一連のサイクルの頭文字をつなげたもの。 

 

 

 

 

 

指標や 

取組内容の決定 

取組内容や 

施策の見直し 

計画に基づく 

取組内容の実施 

取組状況のチェック 

指標の達成状況の評価 

見直し   計画 

Action     Plan 

 

点検    実行 

Check     Do 
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【 資料編 】 
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立科町高齢者福祉・介護保険事業・障害者福祉計

画策定懇話会設置及び運営要綱 

 

平成11年６月18日 

訓令第５号 

（設置） 

第１条 立科町高齢者福祉計画・立科町介護保険事業及び立科町障害者福祉計画の策

定に当たり、町内における高齢者・障害者の介護・福祉サービスの基盤整備のあり

方等について、広範囲にわたる分野からの意向を反映させるため、立科町高齢者福

祉・介護保険事業・障害者福祉計画策定懇話会（以下「懇話会」という。）を設置

する。 

（任務） 

第２条 懇話会は、立科町高齢者福祉・介護保険事業・障害者福祉計画の策定につい

て、意見を述べる。 

（組織） 

第３条 懇話会は、委員15人以内で組織し、次に掲げる者をもって構成し、町長が委

嘱する。 

(1) 立科町議会議員 

(2) 保健医療福祉関係者 

(3) 介護保険被保険者又は高齢者を代表する者 

(4) 身体障害者又は知的障害者福祉協会代表 

(5) 福祉事業サービス関係者 

(6) 民生児童委員協議会代表 

(7) 行政機関代表 

(8) その他、町長が必要と認めた者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、第２条に規定する任務が終了するまでの間とする。 

（座長） 
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第５条 懇話会に座長を置くものとし、委員の互選により定める。 

２ 座長は、会務を総理し、懇話会を代表する。 

３ 座長に事故あるときは、座長があらかじめ指定した委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 会議は、座長が招集し、座長が会議の議長となる。 

（意見の聴取） 

第７条 懇話会は、必要があると認めたときは委員以外の者の出席を求め、意見を聴

くことができる。 

（部会） 

第８条 懇話会は、必要に応じて部会を置くことができる。 

(1) 高齢者福祉・介護保険事業部会 

(2) 障害者福祉部会 

（庶務） 

第９条 懇話会の庶務は、立科町役場町民課が行う。 

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、町長が別

に定める。 
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立科町高齢者福祉・介護保険事業・障害者福祉計

画策定懇話会委員名簿 

 

（敬称略） 

所 属 職 名 委 員 名 

立科町議会 議長 森本 信明 

立科町議会 社会文教建設常任委員会 委員長 森澤 文王 

保健医療福祉関係 医療法人白樺会栁澤医院 院長 栁澤 伸孔 

保健医療福祉関係 ながい歯科医院 院長 永井 敏 

高齢者代表 老人クラブ連合会長 清水 良德 

身体障害者福祉協会代表 会長 今井 剛健 

民生児童委員協議会代表 会長 羽場 博直 

福祉サービス事業関係 
社会福祉法人 

ハートフルケアたてしな 理事長 
森澤 光則 

福祉サービス事業関係 社会福祉協議会 会長 前所 正俊 

福祉サービス事業関係 
社会福祉法人 しらかばの会 

たてしなホーム 理事長 
山浦 俊一 

ひまわりの会 会長 山浦 妙子 

小諸養護学校保護者会 会長 両角 知恵子 

行政機関 副町長 小平 春幸 

幹事 町民課長 荻原 義行 
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用語の説明 

用語 説明 

あ  行 

アセスメント 一般的には環境分野において使用される用語。福祉の分野では第一段階におい

て、利用者が何を求めているのか正しく知ること、そしてそれが生活全般の中

のどんな状況から生じているかを確認すること、援助活動を行う前に行われる

評価、利用者の問題の分析から援助活動の決定までのことを指し、援助活動に

先立って行われる一連の手続き。 

意思疎通支援

事業 

地域生活支援事業の一つ。手話通訳者、要約筆記者を派遣する事業、手話通訳

者を設置する事業、点訳、代筆、代読等による支援事業など意思疎通を図るこ

とに支障がある障がい者等とその他の者の意思疎通を支援する。 

移動支援 地域生活支援事業の一つ。円滑に外出できるよう、移動を支援する。 

医療型児童発

達支援 

上肢や下肢、体幹の機能の障がいのある児童に対し、児童発達支援や治療を行

うサービス。 

医療的ケア児 病院以外の場所で「たんの吸引」や「経管栄養」等、生きていく上で必要な医

療的援助を必要とする子ども。 

一般就労 障がい者の就労の種類の一つ。労働基準法等に基づく雇用関係による一般の企

業への就労のこと。 

か  行 

基幹相談支援 

センター 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、相談支援に関する業

務を総合的に行うことを目的とする施設。 

協働 住民・市民活動団体・事業者及び行政がお互いの立場を理解し、不特定かつ多

数のものの利益の増進を図るための共通の目標に向かって、対等な立場で努力

しともに取り組むこと。 

共同生活援助

（ グ ル ー プ

ホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行う障がい福

祉サービス。地域の住宅（アパート、マンション、一戸建てなど）において数

人の知的障がい者や精神障がい者、身体障がい者などが、一定の経済的負担を

負って共同で生活し、同居又は近隣に居住している専任の世話人により食事の

提供、相談その他の日常的な支援が行われる。 

居 宅 介 護

（ホームヘル

プ） 

居宅において、入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家事、生

活等に関する相談・助言等、生活全般にわたる援助を行う障がい福祉サービス。 

居宅訪問型児

童発達支援 

障がい児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の

付与等の支援を実施する。 

グループホー

ム 

「共同生活援助」を参照。 

ケアマネジメ

ント 

障がい者が社会生活を送る上で必要とする複数のニーズを適切な社会資源と結

びつける手続き全体のこと。アセスメント（事前評価）、ケア計画の作成・実施、

フォローアップなどの支援サービスを行う。 



 

120 

 

用語 説明 

権利擁護 意思能力が十分でないため、生活の様々な場面で権利を侵害されやすい知的障

がい者や認知症高齢者などが、安心して日常生活を送ることができるよう、そ

の権利の擁護や権利行使に関する専門的な相談・援助を行うこと。 

公共職業安定

所 

「ハローワーク」参照。 

高次脳機能障

がい 

外傷性脳損傷、脳血管障がい等により脳に損傷を受け、その後遺症として生じ

た記憶障がい、注意障がい、社会的行動障がいなどの認知障がい等のこと。 

工賃 一般的には「物を製作、加工する労力に対する手間賃」のことを指す。障がい

者が就労継続支援事業所等の仕事で収益を生んだ場合に、労働成果として支払

われるもの。 

行動援護 障がい者等が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時

における移動中の介護、排せつ及び食事等の介護、その他行動する際に必要な

援助を行う障がい福祉サービス。 

広汎性発達障

がい 

社会性の発達の遅れを中心とする発達障がいの総称。小児自閉症、アスペルガー症

候群等が含まれる。 

合理的配慮 障がい者から、社会の中にあるバリアを取り除くための対応が求められたときに、

負担が重すぎない範囲でバリアの除去を行うこと。段差がある場合に補助したり、

障がい者の特性にあわせて催し物の座席を決めたりするなど、様々な対応が考えら

れる。 

さ  行 

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う障がい

福祉サービス。 

肢体不自由 身体障がいの一つで、四肢（上肢・下肢）や体幹の機能に障がいがあることを

いう。身体障害者福祉法における障がいの分類では、最も対象者が多い。 

児童発達支援 障がい児に、日常生活における基本的な動作の指導や知識・技能の付与、集

団生活への適応訓練等を行う障害児通所支援。福祉型と医療型がある。 

自発的活動支

援事業 

地域生活支援事業の一つ。障がい者等が自立した日常生活及び社会生活を営む

ことができるよう、障がい者等やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に

対する支援を行う。ボランティア活動支援等。 

自閉症 発達障がいの一つで、①対人関係の障がい、②コミュニケーションの障がい、③

限定した常同的な興味、行動及び活動、の特徴をもつ。現在では、何らかの要因

で脳に障がいが起こったものとみなされており、知的障がいを伴う場合、伴わな

い場合がある。（知的障がいを伴わない場合を特に「高機能自閉症」と呼ぶ。） 

社会資源 社会的ニーズを充足する様々な物質や人材の総称。社会福祉では、社会福祉施設、

備品、サービス、資金、制度、情報、知識・技能、人材等のことを指す。 

社会福祉協議

会 

社会福祉法の規定に基づき組織される地域福祉の推進を目的とする団体。社会福

祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加す

るものとされており、様々な福祉サービスや相談、ボランティア活動や市民活動

の支援、共同募金など地域の福祉の向上に取り組んでいる。略称は「社協」。 
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用語 説明 

社会福祉士 社会福祉士国家試験に合格し、厚生労働省から認可を受けた専門職。日常生活

を営むのに支障がある人の福祉に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助

を担う。 

重度障害者等

包括支援 

重度の障がい者等に対し、居宅介護、同行援護、重度訪問介護、行動援護、生

活介護、短期入所、共同生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援

を包括的に提供する障がい福祉サービス。 

重度訪問介護 重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする方に、居宅において、入浴、排せ

つ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談

及び助言その他の生活全般にわたる援助並びに外出時における移動中の介護を

総合的に行う障がい福祉サービス。 

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する障がい者に、一定期間、就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行う障がい福祉サービス。 

就労継続支援

（Ａ・Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な障がい者に、働く場を提供するとともに、知識及

び能力の向上のために必要な訓練を行う障がい福祉サービス。雇用型（Ａ型）

と非雇用型（Ｂ型）がある。 

就労定着支援 一般就労へ移行した障がい者について、就労に伴う生活面の課題に対し、就労

の継続を図るために企業・自宅等への訪問や障がい者の来所により必要な連絡

調整や指導・助言を行う障害福祉サービス。 

手話通訳者 話の内容やその場で起こっている音を手話に、又は手話を音声に変換して伝え

るなどの通訳者。厚生労働省の手話通訳士の試験等に合格し、聴覚障がい者の

社会参加を支援するための専門家。 

手話奉仕員 手話を用いて、聴覚障がい者等との交流活動の促進、市町村の広報活動などの

支援者として期待される日常会話程度の手話表現技術を習得した者。 

手話奉仕員養

成研修事業 

地域生活支援事業の一つ。手話奉仕員の養成研修を行う。 

障害支援区分 障がい福祉サービスの利用にあたり、障がい者の支援の必要度を表す、６段階

の区分（区分１～６：区分６の方が必要度が高い）。区分に応じて適切なサービ

スやサービスの支給量が決められる。 

障害児入所施

設 

入所した障がい児に対し、保護、日常生活の指導及び自活に必要な知識や技能

の付与を行う施設。福祉型と医療型がある。 

障害者基本法 障がい者施策に関する基本的理念とともに、国や地方公共団体等の責務、障が

い者のための施策の基本となる事項を定めること等により、障がい者のための

施策を総合的かつ計画的に推進し、障がい者の自立とあらゆる分野の活動への

参加を促進することを目的とする法律。 

障がい者計画 障害者基本法の規定に基づき、都道府県・市区町村が策定する計画で、障がい

者のための施策に関する課題、目標、具体的な方策などを定めるもの。 

障害者雇用促

進法 

障がい者の雇用の促進等を図ることを目的とした法律で、事業主に対して、一

定割合の障がい者を雇用するように義務づけるなど、障がい者の職業の安定を

図るために様々な規定を設けている。正式名称は、「障害者の雇用の促進等に関

する法律」。 
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用語 説明 

障害者差別解

消法 

障害者基本法の基本的な理念に沿って、障がいを理由とする差別の解消の推進

に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障がいを理由とする差

別を解消するための措置（＝合理的配慮の提供）等を定めた法律。これにより、

差別の解消を推進し、障がいのある人もない人もともに暮らせる社会を目指す

ことを目的としている。正式名称は、「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律」。 

障害者週間 「障害者週間」は、平成16年６月の障害者基本法の改正により、国民の間に広

く障がい者の福祉についての関心と理解を深めるとともに、障がい者が社会、

経済、文化その他あらゆる分野の活動に積極的に参加する意欲を高めることを

目的として設定された。毎年12月３日から12月９日までの１週間となっている。 

障害者総合支

援法 

障がいの有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らせる

地域社会の実現に寄与することを目的とし、障がい者・障がい児が基本的人権

を享有する個人として尊厳ある生活を営めるよう、必要な障がい福祉サービス

の給付や地域生活支援事業などの支援を総合的に行うことを定めた法律。旧称

は、「障害者自立支援法」。正式名称は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律」。 

障害者優先調

達推進法 

障害者就労施設等の受注の機会を確保し、施設で就労する障がい者が自立した

生活を送るために、国や地方公共団体等が率先して障害者就労施設等から物品

の調達を行うよう定めた法律。 

障害年金 けがや病気により重い障がいを負ってしまったときに、支給される公的年金。 

障がい福祉計

画 

障害者総合支援法の規定に基づき、障がい福祉サービス、相談支援及び地域生

活支援事業の提供体制の確保等に関して定める計画。国が示す基本指針に即し

て策定することが義務づけられている。 

ショートステ

イ 

「短期入所」を参照。 

ジョブコーチ

（職業適応援

助者） 

障がい者等が、職場に適応することを容易にするため、事業所に派遣されたり

し、職業習慣の確立や同僚への障がい者特性に関する理解の促進を図る者。 

自立訓練 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能

力の向上のために必要な訓練を行う障がい福祉サービス。機能訓練と生活訓練

の２種類がある。 

自立支援医療 障がいに係る公費負担医療制度間での負担の不均衡を解消するため、医療費の

みに着目した負担（精神通院医療）と、所得のみに着目した負担（更生医療・

育成医療）を医療と所得の双方に着目した負担とする仕組みに統合し、医療費

の自己負担を原則１割とする公費負担医療制度。 

自立生活援助 ひとり暮らしを希望する障がい者等について、必要な理解力や生活力を補うた

めに、定期的な訪問や随時の対応により必要な支援を行う障がい福祉サービス。 

身体障害者手

帳 

身体障害者福祉法の規定に基づき交付される手帳であり、身体障がいの程度に

よって、１級から６級までに区分される。 
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用語 説明 

生活介護 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、

創作的活動又は生産活動の機会を提供する障害福祉サービス。 

精神障害者保

健福祉手帳 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき交付される手帳であり、精

神障がいの程度によって１級から３級までに区分される。 

成年後見制度 認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など、判断能力が不十分であるた

めに法律行為における意思決定が不十分又は困難な者について、その判断力を

補い保護支援する制度。支援する人（後見人等）を選任し、契約の締結等を代

わりに行ったり、本人が誤った判断に基づいて契約を締結した場合にそれを取

り消したりできるようにするなど、地域で安心して生活できるように支援する。 

成年後見制度

法人後見支援

事業 

地域生活支援事業の一つ。成年後見制度における法人後見活動を支援するため

に、法人後見実施のための研修、法人後見の活動を安定的に実施するための組

織体制の構築等を行う。 

成年後見制度

利用支援事業 

地域生活支援事業の一つ。障害福祉サービスを利用する知的障がい者や精神障

がい者に対し、権利擁護を図ることを目的とし、成年後見制度の利用について

必要となる経費の全て又は一部について補助を行う。 

相談支援事業 地域生活支援事業の一つ。障がいのある方、その保護者、介護者などからの相

談に応じ、必要な情報の提供や権利擁護のための援助を行い、自立した生活が

できるよう支援する。 

相談支援専門

員 

障がい者等の相談に応じ、助言や連絡調整等の必要な支援を行うほか、サービ

ス利用計画を作成する者。相談支援事業を実施する場合には、相談支援専門員

を置く必要がある。 

た  行 

短期入所 

（ショートス

テイ） 

自宅で介護する人が病気の場合等に、一時的に短期間、夜間も含め施設等で、

入浴、排せつ、食事その他の必要な介護等を行う障がい福祉サービス。 

地域移行支援 障害者支援施設、精神科病院、児童福祉施設を利用する 18歳以上の者等を対象

として、地域移行支援計画の作成、相談による不安解消、外出の同行支援、住

居確保、関係機関との調整等を行う障害福祉サービス。 

地域活動支援

センター 

地域の実情に応じ、創作的な活動や生産活動の機会の提供、社会との交流促進

等を行い、障がい者の自立した地域生活を支援する場。当センターの運営は、

地域生活支援事業として位置づけられる。 

地域共生社会 制度・分野ごとの縦割りや支え手・受け手という関係を超えて、地域住民や地

域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながること

で、住民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。 

地域生活支援

事業 

障がい者が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の

特性や本人の状況に応じ、柔軟な形態により実施する事業。移動支援事業や、

成年後見制度利用支援事業等。 

地域定着支援 居宅において単身で生活している障がい者等を対象に常時の連絡体制を確保

し、緊急時には必要な支援を行う障害福祉サービス。 
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用語 説明 

地域包括ケア

システム 

介護が必要になった高齢者も、住み慣れた自宅や地域で暮らし続けられるよう

に、医療・介護・介護予防・生活支援・住まい等の５つの分野で一体的に受け

られる支援体制のこと。 

地域防災計画 地域住民の生命、財産を災害から守るため、災害対策基本法に基づき、市町村

の処理すべき事務や業務に関し、地域内の関係機関の協力業務を含めて、総合

的かつ計画的な対策を定めたもの。 

同行援護 視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者等が外出する際に、当

該障がい者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護、

排せつ及び食事等の介護その他の当該障がい者等が外出する際に必要な援助を

行う障害福祉サービス。 

特別支援学校 視覚障がい者、聴覚障がい者、知的障がい者、肢体不自由者又は病弱者に対し

て、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、障が

いによる学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能を

授けることを目的とした学校。平成 19 年の学校教育法改正前は、盲学校、ろう

学校及び養護学校だった。 

特別支援学級 小学校、中学校、高等学校、中等教育学校や幼稚園においては、教育上特別の

支援を必要とする児童・生徒や幼児に対し、障がいによる学習上又は生活上の

困難を克服するための教育を行う学級。平成 19 年の学校教育法改正により、特

殊学級から特別支援学級に名称変更された。 

特別支援教育 従来の特殊教育の対象の障がいだけでなく、学習障がい、注意欠陥多動性障が

い、高機能自閉症を含めて障がいのある児童・生徒の自立や社会参加に向けて、

その一人一人の教育ニーズを把握して、その持てる力を高め、生活や学習上の

困難を改善又は克服するために、適切な教育や指導を通じて必要な支援を行う

もの。 

特別障害者手

当 

寝たきりなど常時特別な介護が必要な20歳以上の在宅の重度障がい者に支給さ

れる手当。 

な  行 

難病 難病法（難病の患者に対する医療等に関する法律）に基づく難病は、発病の機構

が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当該疾

病にかかることにより長期にわたり療養を必要とすることとなるもの。 

このうち、当該難病の患者数が国内において厚生労働省令で定める人数に達せ

ず、かつ、当該難病の診断に関し客観的な指標による一定の基準が定まってい

ることその他厚生労働省令で定める要件を満たすものを指定難病という。 

日常生活用具

給付等事業 

地域生活支援事業の一つ。障がい者等の日常生活がより円滑に行われるための

用具を給付又は貸与すること等により、福祉の増進に資することを目的とした

事業。 

任意事業 地域生活支援事業のうち、必須事業でないものを指す。例えば、訪問入浴サー

ビス、レクリエーション活動等支援、成年後見制度普及・啓発等。 
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用語 説明 

ノ ー マ ラ イ

ゼーション 

障がい者を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生活が送れるような

条件を整えるべきであり、ともに生きる社会こそノーマルな社会であるという

考え方。 

は  行 

発達障がい 発達障害者支援法上の定義では、脳機能の障がいであって、その症状が通常低年

齢において発現するものと規定され、心理的発達障がい並びに行動情緒の障がい

が対象とされている。自閉症、アスペルガー症候群、その他の広汎性発達障がい、

注意欠陥多動性障がいなどが含まれる。 

バリアフリー 障がい者が社会生活をしていく上で社会的、制度的、心理的な全ての障壁（バ

リア）となるものを除去すること。 

ハローワーク 公共職業安定所の通称。厚生労働省からの指示を受け、都道府県労働局が地域

の産業・雇用失業情勢に応じた雇用対策を展開している。民間の職業紹介事業

等では就職へ結びつけることが難しい就職困難者を中心に支援する最後のセー

フティネットとしての役割を担う。 

避難行動要支

援者 

障がい者等の防災施策において配慮を要する人（要配慮者）のうち、災害発生

時の避難等に特に支援を要する人のこと。平成 25年６月の災害対策基本法の一

部改正により避難行動要支援者名簿の作成が義務づけられた。 

福祉避難所 市町村が、災害時に、自宅や避難所での生活が困難で、医療や介護などのサー

ビスを必要とする人を一時的に受け入れ、保護するための施設で、社会福祉施

設などが指定される。 

保育所等訪問

支援 

保育所等を利用する障がい児、又は今後利用する予定の障がい児が、保育所等

における集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、保育所等

の安定した利用を促進するための訪問支援。 

放課後児童健

全育成事業 

放課後児童クラブともいう。児童福祉法等に基づき、保護者が労働等により昼

間家庭にいない小学生に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室、児童館等

を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、家庭、地域等との連携の下、発

達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、当該児童の自主性、社

会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、その健全な育成を

図る。 

放課後等デイ

サービス 

学校に就学している障がい児に対し、放課後や夏休み等の長期休暇中において、

生活能力向上のための訓練等を継続的に提供する障害児通所支援。 

法人後見 社会福祉法人や社団法人、NPO 等の法人が成年後見人等となり、障がい者や高齢

者等の判断能力が不十分な人の保護・支援を行うこと。 

補装具 

 

身体障がい者の身体の一部の欠損又は機能の障がいを補い、日常生活や職業生

活を容易にするために用いられる器具の総称。主なものとして、義肢、装具、

盲人用安全つえ、補聴器、車いすなどがある。 
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用語 説明 

 ま  行 

民生児童委員 厚生労働大臣から委嘱され地域で福祉の相談助言活動に従事している者。各地

域に配置され、地域に居住する子育てに悩んでいる人、高齢者・障がい者等の

福祉に関する様々な相談に応じ、福祉事務所や児童相談所等の各種関係機関へ

の橋渡し等必要な支援活動を行っている。 

や  行 

要約筆記 難聴者や失聴者などに、会議や講義などの内容を手書きやパソコンで入力した

文章で伝えること。 

ら  行 

ライフステー

ジ 

人間の人生を段階区分したもの。幼少年期、青年期、壮年期、老年期などに分

けた段階。 

理解促進研

修・啓発事業 

地域生活支援事業の一つ。市町村が実施する、地域社会の住民に対して障がい

者等に対する理解を深めるための研修、啓発イベントの開催等。 

リハビリテー

ション 

自己・疾病等により障がいを受けた人や、長期療養者を対象にして行う、機能

回復と社会復帰のための、総合的な療法・指導・訓練。 

療育 「療」は医療を、「育」は養育・保育・教育を意味し、障がい児やその家族、障

がいに関し心配のある方などを対象として、障がいの早期発見・早期治療、訓

練等による障がいの軽減や基礎的な生活能力の向上を図るため、相談、指導、

診断、検査、訓練等の支援を行うこと。 

療育手帳 知的障害者福祉法により知的障がいと判定された方に対して交付される手帳。

一貫した指導・相談を行うとともに、各種の支援を受けやすくするために交付

される。  

療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、

介護及び日常生活の世話を行う障害福祉サービス。 

レスパイト 介護から離れられずにいる家族（主に母親）を、一時的に、一定の期間、障が

い者（児）の介護から開放することによって、日頃の心身の疲れを回復させ、

ほっと一息つけるようにする援助のこと。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ８ 次 立 科 町 障 が い 者 福 祉 計 画 

第 ６ 期 立 科 町 障 が い 福 祉 計 画 

第 ２ 期 立 科 町 障 が い 児 福 祉 計 画 

令和 3年度～令和 5年度 

 

発行：立科町 

〒384-2305 長野県北佐久郡立科町大字芦田 2532 

 

編集：立科町 町民課 

              TEL：（0267）56-2311 

              FAX：（0267）56-2310 

 


